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C O N T E N T S

各種冷熱設備の設計施工からメンテ
ナンスに至るまで、一貫した提案型サー
ビスを提供している組合に入ったのは
昨年の10月。事務全般を担当します。
「まだまだ不慣れなことばかり。特に
お金を扱う経理事務は、間違いがあって
はいけないので気を引き締めています」
と強い責任感で仕事に取り組みます。
「組合は、少人数で運営しているので、
事務の私にも自分で考え行動すること
が求められます。まずは簿記の資格を
取ってスムーズに業務がこなせるように
なりたいです」。向上心も忘れません。
プライベートでは「海や山へよくドラ

イブへ行きます。自然の中にいると疲れ
や悩みもどこかへいってしまって、癒さ
れますね。途中でおいしくてリーズナブ
ルなランチがあるお店を探すのも好き
なんです」とアクティブな一面も。
次の行き先は「車ではなく、青春18

きっぷで京都へ行きたいと思っている
んです。時間がかかりますが、たまには
のんびり外の景色を見ながらもいいか
なって」。
穏やかなやさしいえがおが印象的で

した。

企業組合エコプラン
（駿河区）

＊資源保護のため再生紙を使用しています。
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こ
こ
が
ポ
イ
ン
ト
！

決
算
書
類
の
ま
と
め
か
た

い
よ
い
よ
、三
月
。八
割
を
超
え
る
組
合（
本
会
会
員
）が
決
算
を
迎
え
る
、重
要
な
月
だ
。

特
集
で
は
、事
業
報
告
書
、財
産
目
録
、貸
借
対
照
表
、損
益
計
算
書
、剰
余
金
処
分
な
ど
の

決
算
関
係
書
類
作
成
に
あ
た
っ
て
の
ポ
イ
ン
ト
を
ま
と
め
た
。

適
正
か
つ
明
確
な
書
類
づ
く
り
に
お
役
立
て
頂
き
た
い
。

決
算
関
係
書
類
の
作
成
と
手
続
き

中
小
企
業
等
協
同
組
合
法
（
以
下「
中
協
法
」）

で
は
、
事
業
報
告
書
、
財
産
目
録
、
貸
借
対
照
表
、

損
益
計
算
書
及
び
剰
余
金
処
分
案
又
は
損
失
処
理

案
な
ど
の
決
算
関
係
書
類
の
作
成
や
手
続
き
方
法

に
つ
い
て
、
次
の
三
点
を
規
定
し
て
い
る
。

①�

決
算
関
係
書
類
及
び
事
業
報
告
書
は
、
監
事
の

監
査
を
受
け
た
上
で
理
事
会
の
承
認
を
受
け
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②�

理
事
は
、
理
事
会
の
承
認
を
受
け
た
決
算
関
係

書
類
、
事
業
報
告
書
及
び
監
査
報
告
を
、
通
常

総
会
の
通
知
と
と
も
に
組
合
員
に
提
供
（
書
面

の
場
合
は
郵
送
）
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

③�

組
合
は
、
通
常
総
会
の
二
週
間
前
ま
で
に
決
算

関
係
書
類
及
び
事
業
報
告
書
を
主
た
る
事
務
所

及
び
従
た
る
事
務
所
（
従
た
る
事
務
所
へ
は
写

し
）
に
備
え
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

前
述
の
と
お
り
、
通
常
総
会
の
招
集
通
知
を
発

出
す
る
に
際
に
は
、
決
算
関
係
書
類
等
を
提
供

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
そ
の
方
法
は
書
面
だ

け
で
な
く
、
電
磁
的
方
法
（
電
子
メ
ー
ル
に
当
該

書
類
を
添
付
す
る
方
法
等
）
に
よ
る
こ
と
も
可
能

だ
（
提
供
を
受
け
る
個
々
の
組
合
員
の
同
意
が
必

要
）。ま

た
、組
合
員
全
員
の
同
意
が
あ
る
場
合
に
は
、

総
会
の
招
集
手
続
を
省
略
で
き
、決
算
関
係
書
類
、

事
業
報
告
書
を
組
合
員
に
事
前
に
提
供
す
る
必
要

も
な
い
。

こ
れ
ら
規
定
に
違
反
し
て
書
類
を
提
出
し
な

か
っ
た
り
、虚
偽
の
書
類
を
提
出
し
た
場
合
に
は
、

組
合
の
役
員
は
、
過
料
に
処
せ
ら
れ
る
の
で
注
意

が
必
要
だ
。

こ
の
よ
う
に
決
算
書
類
や
そ
の
基
礎
と
な
る
会

計
処
理
に
つ
い
て
は
、
組
合
の
理
事
、
監
事
に
大

き
な
責
任
が
あ
り
、
組
合
員
だ
け
で
な
く
行
政
庁

も
大
き
な
関
心
を
も
っ
て
適
正
な
処
理
と
報
告
を

求
め
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
会
計
に
携
わ
る
者

は
、
組
合
会
計
基
準
を
十
分
に
理
解
、
遵
守
す
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

監
査
期
間
に
注
意
を

組
合
は
、
事
業
年
度
終
了
後
遅
滞
な
く
、
事
業

報
告
書
と
決
算
関
係
書
類
を
監
事
に
提
出
し
、
監

事
の
監
査
を
受
け
、
監
査
報
告
を
受
領
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

監
事
が
監
査
報
告
を
理
事
に
通
知
す
る
ま
で
の

期
間
は
、組
合
か
ら
決
算
関
係
書
類（
業
務
監
査
権

限
を
有
す
る
監
事
は
事
業
報
告
書
を
含
む
）
を
提

供
さ
れ
て
か
ら
、
原
則
と
し
て
四
週
間
を
空
け
な

く
て
は
な
ら
な
い
。た
だ
し
、監
事
が
決
算
関
係
書

類
の
提
供
を
受
け
て
か
ら
結
果
と
し
て
四
週
間
を

待
た
ず
に
監
査
報
告
を
行
う
こ
と
は
問
題
な
い
。

こ
の
た
め
、
監
事
の
監
査
能
力
と
監
査
に
要
す

る
実
際
の
期
間
を
見
極
め
、
関
係
書
類
の
作
成
期

限
を
予
め
決
定
す
る
こ
と
が
重
要
だ
。

監
事
の
監
査
は
、
会
計
監
査
と
業
務
監
査
に
区

分
さ
れ
、原
則
と
し
て
全
て
の
組
合
の
監
事
に
は
、

こ
の
二
つ
の
監
査
を
行
う
権
限
が
付
与
さ
れ
て
い

る
。
し
か
し
、
一
定
組
合
（
各
事
業
年
度
開
始
時

点
で
組
合
員
数
〈
連
合
会
の
場
合
に
は
、
会
員
で

あ
る
組
合
の
組
合
員
の
合
計
数
〉
が
一
〇
〇
〇
人

を
超
え
な
い
組
合
で
、
定
款
に
監
事
の
職
務
を
会

計
監
査
に
限
定
す
る
旨
の
規
定
を
有
す
る
組
合
）

に
つ
い
て
は
、
監
事
に
会
計
監
査
の
権
限
だ
け
を

付
与
し
、
業
務
監
査
権
を
付
与
し
な
い
よ
う
に
す

る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
事
業
報
告
書
の
監
査
は
、
業
務

監
査
権
限
を
有
す
る
監
事
だ
け
が
行
う
こ
と
が
で

き
、
業
務
監
査
権
限
を
有
せ
ず
、
会
計
監
査
の
権

限
の
み
を
有
す
る
監
事
は
、
監
査
報
告
書
で
、
事

特 集

23年03月号_本文.indd   2 11.3.3   11:54:29 AM



� 中小企業静岡 2011.3

業
報
告
書
を
監
査
す
る
権
限
が
な
い
こ
と
を
明
ら

か
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
な
ど
、
監
査
報
告
書

の
様
式
も
異
な
っ
て
い
る
の
で
、注
意
が
必
要
だ
。

以
上
を
踏
ま
え
、
決
算
か
ら
通
常
総
会
ま
で
の

一
般
的
な
流
れ
を
示
す
と
表
①
の
よ
う
に
な
る
。

総
会
開
催
日
や
決
算
関
係
書
類
な
ど
の
提
供
方

法
等
に
つ
い
て
、
法
で
定
め
ら
れ
た
期
間
な
ど
を

考
慮
し
、
個
々
の
組
合
の
状
況
な
ど
を
勘
案
し
、

適
切
に
対
応
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

書
類
作
成
の
ポ
イ
ン
ト

決
算
関
係
書
類
は
、中
協
法
施
行
規
則（
以
下 

「
中
協
法
規
則
」）に
基
づ
い
て
作
成
す
る
こ
と
が

義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
が
、様
式
の
定
め
は
な
い

の
で
、様
式
参
考
例
で
あ
る「
中
小
企
業
等
協
同
組

合
会
計
基
準
」（
以
下「
組
合
会
計
基
準
」︿
全
国
中

央
会
編
﹀）に
準
拠
し
て
作
成
す
る
こ
と
を
お
勧
め

す
る
。

組合活性化情報

決算書類のまとめかた

な
お
、
決
算
関
係
書
類
は
、
必
ず
し
も
書
面

で
作
成
す
る
必
要
は
な
く
、
電
磁
的
方
法
（
パ

ソ
コ
ン
等
を
活
用
し
て
磁
気
デ
ィ
ス
ク
等
に
よ

り
一
定
の
情
報
を
確
実
に
記
録
し
て
お
く
方
法
）

に
よ
り
作
成
す
る
こ
と
も
可
能
だ
。
さ
ら
に
電

磁
的
記
録
を
電
子
メ
ー
ル
に
よ
り
組
合
員
へ
提

供
す
る
こ
と
も
認
め
ら
れ
て
い
る
。

以
下
、
中
協
法
規
則
や
組
合
会
計
基
準
に
基
づ

き
、
書
類
作
成
上
の
ポ
イ
ン
ト
を
説
明
す
る
。

  

事
業
報
告
書

事
業
報
告
書
は
、
通
常
総
会
（
通
常
総
代
会
）

に
お
い
て
組
合
の
事
業
年
度
内
の
事
業
活
動
等

を
組
合
員
に
報
告
す
る
書
類
で
、
決
算
関
係
書
類

の
一
つ
と
し
て
作
成
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。

そ
の
内
容
は
、
組
合
の
事
業
活
動
の
状
況
を
的

確
に
記
し
、
事
業
の
実
績
は
各
事
業
別
に
詳
細

な
数
字
で
示
し
、
事
業
分
量
を
明
確
に
す
る
こ

と
が
必
要
だ
。

事
業
報
告
書
に
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

事
項
は
、
中
協
法
規
則
の
第
八
三
条
か
ら
第

八
六
条
に
規
定
さ
れ
て
お
り
、「
組
合
の
事
業
活

動
の
概
況
に
関
す
る
事
項
」「
組
合
の
運
営
組
織

の
状
況
に
関
す
る
事
項
」「
そ
の
他
組
合
の
状
況

に
関
す
る
重
要
な
事
項
」
の
三
項
目
。
そ
れ
ぞ

れ
の
項
目
は
さ
ら
に
細
分
し
そ
の
内
容
を
掲
載

す
る
。

な
お
、
該
当
し
な
い
も
の
は
記
載
す
る
必
要
は

な
く
、
逆
に
組
合
と
し
て
記
載
す
べ
き
と
考
え

る
事
項
を
追
加
す
る
こ
と
は
差
し
支
え
な
い
（
様

式
例  

表
②
参
照
）。

・「決算関係書類（財産目録、貸借対照表、損益計算書、剰余
金処分案（損失処理案）」及び「事業報告書」の作成

・「決算関係書類」「事業報告書」（業務監査を行う場合）につい
て監事の監査を受けなければならない。
・監事は受領した「決算関係書類」「事業報告書」について、監
査方法、内容等を記した監査報告書を作成し、理事に対し受
領の日から原則４週間を経過した日に監査報告の内容を通知。

*監査期限は予め４週間を下回る期間を設定することは不可。ただし、結
果的に４週間を下回る日に、監事が理事に監査報告を通知すればその時
点で監査を受けたことになる。

・理事長は理事会の１週間前までに各理事（業務監査権限持つ
監事含む）に対し理事会招集の通知を発しなければならない。

*理事全員の同意（業務監査権限持つ監事含む）あれば招集手続き省略可
*定款で定めれば１週間を下回る期間短縮も可

通常総会の開催、議案の決議をすると共に監事の監査を受けた
決算関係書類、事業報告書の承認。

通常総会の２週間前までに「決算関係書類」「事業報告書」を主
たる事務所に、写しを従たる事務所に備え置く。

理事長は、通常総会の10日前までに組合員に到達するよう総会
招集通知を出す。通知には「決算関係書類」「事業報告書」「監
査報告」を添付しなければならない。
*組合員全員の同意があれば招集手続きの省略可
（この場合、招集発出の際に必要な添付書類も不要）

通常総会の開催

「決算関係書類」「事業報告書」の作成

監事への「決算関係書類」「事業報告書」の提出

理事会招集の通知

理事会の開催

「決算関係書類」「事業報告書」の備置き

総会招集通知の発出・「決算関係書類」「事業報告書」「監査報告」の提供

表① 通常総会の手続きフロー図
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財
産
目
録

会
社
法
は
、
財
産
目
録
の
作
成
を
要
求
し
て
い

な
い
が
、組
合
法
で
は
、決
算
書
類
と
し
て
財
産
目

録
が
法
定
さ
れ
、作
成
を
省
く
こ
と
は
で
き
な
い
。

財
産
目
録
は
、
全
て
の
資
産
、
負
債
の
内
容
を

詳
細
に
表
示
説
明
す
る
も
の
な
の
で
、
貸
借
対
照

表
の
よ
う
に
単
に
科
目
と
金
額
を
記
載
す
る
だ
け

で
は
不
十
分
で
あ
る
。

そ
の
様
式
は
、
組
合
会
計
基
準
を
参
考
に
、
組

合
の
実
状
に
応
じ
て
作
成
す
れ
ば
よ
い
が
、
作
成

上
次
の
点
に
留
意
し
た
い
。

①�

科
目
や
配
列
の
順
序
、
金
額
は
貸
借
対
照
表
と

同
一
と
す
る
。

②�

単
位
は
円
。
千
円
単
位
で
の
記
載
は
認
め
ら
れ

な
い
。

③�

組
合
の
規
模
に
応
じ
て
一
定
金
額
以
上
の
大
口

債
権
、
債
務
に
つ
い
て
は
個
別
に
掲
記
し
、
そ

の
他
は
「
他
〇
口
」
と
し
て
表
示
す
る
。

④�

貸
倒
引
当
金
は
、
個
々
の
主
た
る
勘
定
ご
と
に

控
除
し
て
示
す
こ
と
が
で
き
る
。

財
産
目
録
の
各
科
目
の
内
容
に
付
す
価
額
は
、

「
財
産
」
で
あ
る
以
上
、
貸
借
対
照
表
上
の
帳
簿

価
額
で
は
な
く
、「
時
価
」
に
よ
る
べ
き
で
あ
る

と
の
意
見
も
あ
る
。
し
か
し
、
現
在
、
作
成
さ
れ

て
い
る
財
産
目
録
は
、
貸
借
対
照
表
上
の
帳
簿
価

額
を
移
記
し
、
正
味
財
産
額
を
貸
借
対
照
表
の
自

己
資
本
額
に
一
致
さ
せ
る
こ
と
が
一
般
的
だ
。

な
お
、
組
合
会
計
基
準
で
は
、
財
産
目
録
の
脚

注
に
組
合
正
味
財
産
の
価
額
を
表
示
す
る
こ
と
に

な
っ
て
い
る
。

 （２）兼務役員についての重要な事実 

 （２）組織図 

           前  期  末   当期増加     当期減少     当  期  末 
人    数         人       人       人          人 
平  均   年   齢         歳       歳       歳          歳 
平均勤続年齢         年       年       年          年 

６ 職員の状況及び業務運営組織図 
 （１）職員の状況 

地  位      氏  名       兼務役員の状況（会社名と役職） 

 （３）辞任した役員の氏名 
地  位      氏  名         退任月日・退任事由 

 （３）組合と協力関係にある組合員が構成する組織の概要 
組織の名称         組織の目的と活動（事業）概要 

７ 施設の設置状況 

８ 重要な子会社（子法人、関連会社）の状況 

９ 組合の運営組織の状況に関する重要な事項 

Ⅲ その他組合の状況に関する重要な事項 

施設の名称       施設の概要          所 在 地 

商号（名称）、代表者名、所在地、資本金額、当該子会社に 
対する組合の議決権比率、主な事業内容を記載 

上記に記載されていない組合の状況に関する 
重要な事項を記載 

主たる事務所、従たる事務所及び組合が所有する施設の 
種類ごとの主要な施設の名称及び所在地等を記載 

組合の役職以外に就いている外部会社等における役職、ただし 
員内役員については、組合員企業における役職、連合会にあっ 
ては会員組合における役職、所属員企業における役職を除く 
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表② 事業報告書様式例
（全組合共通。ただし、非出資商工組合では該当しない箇所を削除。共済事業を実施する組合に関する事項は略）

事  業  報  告  書 
自 平成  年  月  日 
至 平成  年  月  日 

 

Ⅰ 事業活動の概況に関する事項 
 １ 事業年度（末日）における主要な事業内容・当該事業年度における事業の経過及びその成果 
 （１）組合及び組合員をめぐる経済・経営状況 
 （２）共同事業の実施状況 
    ① 共同購買事業 
    ② ○○事業 

 

 ２ 増資及び資金の借入れその他の資金調達の状況 
 

 ３ 設備投資の状況 
  ①組合会館・組合事務所  各○箇所 
  ②工場・倉庫       各○箇所 
  ③駐車場         各○箇所 
 
 ４ 業務提携等重要事項の概要 

 ５ 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

 ６ 対処すべき重要な事項・組合の現況に関する重要な事項 

 Ⅱ 運営組織の状況に関する事項 
 １ 総会の開催状況 
 
  ２ 理事会の開催状況 
 
  ３ 委員会・部会等の開催状況 

１ 増資           ××× 
２ 借入金          ××× 
３ 当期純利益金額       ×× 
４ 減価償却費        ××× 
５ ○○○          ××× 
     資金調達合計   ×××× 

資金実績表 
 績実達調金資 績実用運金資

１ 固定資産投資       ××× 
２ 借入金返済額       ××× 
３ 出資・利用分量配当金    ×× 
４ ○○○          ××× 
５ 差引運転資金の増減    ××× 
     資金運用合計   ×××× 

    項  目        前  期      前  前  期      前前前期 
資産合計             ×××       ×××       ××× 
純資産合計             ××        ××        ×× 
事業収益合計           ×××       ×××       ××× 
当期純利益金額            ×         ×         × 
 

組合及び組合員をめぐる経済・経営状況、当該事業年度における 
主要な事業の内容・経過及び成果を事業ごとに記載。 

業務上の提携、子会社にする会社の株式 
又は持分の取得、事業全部又は一部の譲 
渡又は譲受け・合併・その他の組織再編 
成があった場合に、その状況を記載 

当該事業年度中に新たな資金 
調達を実施した場合に記載 

当該事業年度中に新たな設備 
投資を実施した場合に記載 

組合が対処すべき課題等、組 
合の現状に関する状況の中で 
重要な事項がある場合に記載 

事業内容と経過の概要、事業の成果を簡潔に記載 

当該事業年度は含まない 

当該事業年度中に開催した委員会・部会等の状況（開催日時、 
出席者数、主な議題等）を記載 

当該事業年度中に開催した理事会の状況（開催日時、出席理事・ 
監事数、出席方法、主な議案の議決状況等）を記載 

当該事業年度中に開催した総会の状況（開催日時、出席組合員数、 
出席理事・監事数、出席方法、主な議案の議決状況等）を記載 

４ 組合員数及び出資口数の増減              （1口金額○○○円） 

５ 役員に関する事項 
 （１）役員の氏名及び職制上の地位及び担当 

        前年度末    増  加    減  少     本年度末 
組合員数       名       名       名       名 
出資口数       口       口       口       口 
出資総額       円       円       円       円 
 

地  位         氏  名          担  当 
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損
益
計
算
書

損
益
計
算
書
の「
部
」や「
項
目
」に
つ
い
て
は
、 

中
協
法
規
則
に
「
損
益
計
算
書
等
は
、
次
に
掲
げ

る
項
目
に
区
分
し
て
表
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
」
と
規
定
さ
れ
、
事
業
収
益
、
賦
課
金
等
収
入
、

事
業
費
用
、
一
般
管
理
費
、
事
業
外
収
益
、
事
業

外
費
用
、
特
別
利
益
、
特
別
損
失
の
区
分
の
記
載

が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。

一
方
、
金
額
的
に
重
要
で
な
い
も
の
は
、
細
分

し
な
い
こ
と
も
可
能
な
の
で
、
組
合
の
実
情
に
応

じ
て
判
断
し
た
い
（
様
式
例  

表
④
参
照
）。

複
数
の
事
業
を
行
う
組
合
は
、
原
則
と
し
て
事

業
別
損
益
計
算
を
行
い
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
か
ら

生
ず
る
損
益
を
明
ら
か
に
す
る
。

な
お
、
費
用
配
賦
表
は
中
協
法
規
則
に
特
段
の

規
定
は
な
い
が
、
損
益
計
算
書
の
一
部
を
構
成
す

る
書
類
で
あ
り
、
事
業
別
損
益
計
算
書
を
作
成
す

る
際
に
事
業
の
間
接
的
な
経
費
を
各
事
業
別
に
損

益
に
配
賦
す
る
場
合
に
作
成
す
る
。

製
造
原
価
報
告
書
も
同
様
に
作
成
の
義
務
は
な

い
が
、
製
造
原
価
の
内
容
を
記
載
す
る
報
告
書
と

し
て
、損
益
計
算
書
へ
添
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

  

貸
借
対
照
表

貸
借
対
照
表
は
、
一
定
の
日
時
に
お
け
る
組
合

の
財
政
状
態
を
明
ら
か
に
す
る
資
産
、
負
債
、
純

資
産
の
対
照
表
で
、
そ
こ
に
記
載
さ
れ
る
資
産
の

価
額
は
、
原
則
と
し
て
当
該
資
産
の
処
分
価
額
で

は
な
く
、
取
得
価
額
で
あ
る
。

作
成
の
際
は
、
企
業
会
計
原
則
に
準
拠
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
が
、
組
合
会
計
に
お
け
る
剰
余
金

の
配
当
、
持
分
の
計
算
、
加
入
金
、
事
業
別
会
計

等
、
特
殊
な
会
計
が
必
要
な
の
で
注
意
す
る
（
様

式
例  

表
③
参
照
）。

表③ 貸借対照表様式例（非出資商工組合を除く）

（一　資産の部）
Ⅰ 流動資産 ×××
１ 現金及び預金 ×××
２ 受取手形 ×××
３ 売掛金 ×××
４ 貸付金 ×××
５ 短期有価証券 ×××
６ 商品、製品、原材料等 ×××
７ 前渡金 ×××
８ 前払費用 ×××
９ 未収収益 ×××
10 繰延税金資産 ×××
11 その他の短期資産 ×××
12 貸倒引当金 △×××
流動資産計 ××××

Ⅱ 固定資産
i 有形固定資産
１ 建物及び建物付属設備 ×××
２ 構築物 ×××
３ 機械及び装置 ×××
４ 自動車陸上運搬具 ×××
５ 工具、器具及び備品 ×××
６ 土地 ×××
７ 建設仮勘定 ×××
有形固定資産計 ××××

ii 無形固定資産
１ 特許権 ×××
２ 商標権 ×××
３ 借地権 ×××
４ ソフトウェア ×××
５ 電話加入権 ×××
６ その他の無形固定資産 ×××
無形固定資産計 ××××

iii  外部出資その他の資産
１ 差入保証金・敷金 ×××
２ 外部出資金 ×××
３ 長期保有有価証券 ×××
４ 長期前払費用 ×××
５ 長期繰延税金資産 ×××
６ 貸倒引当金 △×××
７ その他の資産 ×××
外部出資その他の資産計 ××××
固定資産計 ×××××

Ⅲ 繰延資産
１ 創立費 ×××
２ 施設負担金 ×××
繰延資産計 ××××

資産合計 ×××××

（注）（1）有形固定資産から直接控除を行っている金額。
減価償却累計額　　×××
減損損失累計額　　×××

（作成上の留意事項）
減価償却費、減損損失について、間接法を採用している場合には、個々の有形固定資産の取得価額から控除
する形式で表示する。

個々の有形固定資産の取得価額　　　　　×××
個々の有形固定資産の減価償却累計額　　×××
個々の有形固定資産の減損損失累計額　　×××

（2）

（1）

未払込出資金のない組合は、払込出資金、未払込出資金の表示をせずに、出資金のみの表示でよい。

貸　借　対　照　表
平成　　年　　月　　日

（二　負債の部）
Ⅰ 流動負債 ×××
１ 支払手形 ×××
２ 買掛金 ×××
３ 未払金 ×××
４ 短期借入金 ×××
５ 転貸借入金 ×××
６ 預り金 ×××
７ 未払費用 ×××
８ 未払法人税等 ×××
９ 未払消費税等 ×××
10 前受金 ×××
11 仮受賦課金 ×××
12 前受収益 ×××
13 繰延税金負債 ×××
14 その他の短期負債 ×××
流動負債計 ××××

Ⅱ 固定負債
１ 長期借入金 ×××
２ 都道府県等借入金 ×××
３ 組合員長期借入金 ×××
４ 長期未払金 ×××
５ 退職給与引当金 ×××
６ 長期繰延税金負債 ×××
固定負債計 ××××

負債合計 ×××××

（三　純資産の部）
Ⅰ 組合員資本
i 出資金
ii 未払込出資金 △×××
出資金計 ××××

iii  資本剰余金
１ 資本準備金
（1）加入金 ×××
（2）増口金 ×××
資本準備金計 ××××

２ その他資本剰余金
（1）出資金減少差益 ×××

iv  利益剰余金
１ 利益準備金 ×××
２ その他利益剰余金
（1）教育情報費用繰越金 ×××
（2）組合積立金

①特別積立金 ×××
②○周年記念事業積立金 ×××
③役員退職給与積立金 ×××
組合積立金計 ××××

（3）当期未処分剰余金
又は当期未処理損失金 ×××

当期純利益金額又は当期純損失金額 ×××

前期繰越剰余金 ×××
又は前期繰越損失金

利益剰余金計 ××××
Ⅱ評価・換算差額等
１ その他有価証券評価差額金 ×××
２ その他評価・換算差額等
（1）脱退者持分払戻勘定 ×××

評価・換算差額等計 ×××

純資産合計 ××××
負債及び純資産合計 ×××××
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表④ 損益計算書様式例（非出資商工組合を除く）
　　 事業別損益計算書を必要とする組合を対象にした様式例

この様式は、費用配賦表により算出した部門別配賦経費の合計金額を部門費に計上し、部門別
の事業利益又は事業損失表示したものである。

（三　事業費用の部）
Ⅰ 販売事業費用
１ 売上原価
（1）期首棚卸高 ××
（2）当期仕入高 ××
（3）期末棚卸高 △×× ××
２ 販売費
（1）配賦経費 ××
（2）手形売却損 ××
（3）貸倒引当金繰入 ×× ×××
３ 販売事業利益
又は販売事業損失 ××

計 ×××
Ⅱ 購買事業費用
１ 売上原価
（1）期首棚卸高 ××
（2）当期仕入高 ××
（3）期末棚卸高 △×× ×××
２ 購買費
（1）配賦経費 ××
（2）手形売却損 ××
（3）貸倒引当金繰入 ×× ××
３ 購買事業利益
又は購買事業損失 ××

計 ×××
Ⅲ 金融事業費用
１ 転貸支払利息 ××
２ 金融費
（1）担保設定料 ××
（2）配賦経費 ××
（3）金融支払利息 ××
（4）貸倒引当金繰入 ×× ××
３ 金融事業利益
又は金融事業損失 ××

計 ×××
Ⅳ 生産・加工事業費用
１ 売上原価
（1）期首棚卸高 ××
（2）当期製品製造原価 ××
（3）期末棚卸高 △×× ×××
２ 生産・加工費
（1）配賦経費 ××
（2）○○○費 ××
（3）貸倒引当金繰入 ×× ×××
３ 生産・加工事業利益
又は生産・加工事業損失 ××

計 ×××
Ⅴ その他事業費用
１ 施設事業費 ××
２ 保管事業費 ××
３ 検査事業費 ××
４ 運送事業費 ××
５ 教育情報事業費 ××
６ 研究開発事業費 ××
７ 福利厚生事業費 ××
８ ○周年記念事業費 ××
９ 貸倒引当金繰入 ×× ×××

施設費、保管費、検査費、運送費、教育
情報費、研究開発費、組合員福利厚生費、
○周年記念事業費には、配賦経費の配賦
を行わない方法を選択した。

事業費用合計 ×××

事業総利益金額又は事業総損失金額 ×××

（四　一般管理費の部）
Ⅵ 一般管理費
１ 人件費
（1）役員給料 ××
（2）職員給料 ××
（3）福利厚生費 ××

（法定福利費、厚生費）
（4）退職金、退職共済掛金

××

損　益　計　算　書
自　平成　　年　　月　　日
至　平成　　年　　月　　日

（一　事業収益の部）
Ⅰ 販売事業収益
１ 売上高
（1）外部売上高 ××
（2）組合員売上高 ××
（3）受取手数料 ×× ×××
２ その他販売収益
（1）販売雑収入 ××
（2）○○○収入 ×× ×××

計 ×××
Ⅱ 購買事業収益
１ 売上高
（1）組合員売上高 ××
（2）外部売上高 ××
（3）受取手数料 ×× ×××
２ その他購買収益
（1）購買雑収入 ××
（2）○○○収入 ×× ×××

計 ×××
Ⅲ 金融事業収益
１ 受取貸付利息 ××
２ 受取貸付手数料 ××
３ その他金融収益
（1）金融受取利息 ××
（2）○○○収入 ×× ×××

計 ×××
Ⅳ 生産・加工事業収益
１ 売上高
（1）組合員売上高 ××
（2）外部売上高 ××
（3）受取手数料 ×× ×××
２ その他生産・加工収益
（1）生産・加工雑収入 ××
（2）○○○収入 ×× ×××

計 ×××
Ⅴ その他事業収益
１ 受取施設利用料 ××
２ 受取保管料 ××
３ 受取検査料 ××
４ 受取運送料 ××
５ 教育情報賦課金収入 ××
６ 教育情報費用繰越金取崩 ××
７ 仮受賦課金繰入・戻入 ××
８ 福利厚生事業収入 ××
９ ○周年記念事業積立金取崩 ××

計 ×××

事業収益合計 ×××

（二　賦課金等収入の部）
Ⅵ 賦課金等収入 ××
１ 賦課金収入（平等割） ××
２ 賦課金収入（差等割） ××
３ 特別賦課金等収入 ××
４ 参加料収入 ××
５ 負担金収入 ××

賦課金等収入合計 ×××

（五　事業外収益の部）
Ⅶ 事業外収益
１ 受取利息 ××
２ 受取外部出資配当金 ××
３ 為替差益 ××
４ 協賛金収入 ××
５ 加入手数料収入 ××
６ 事業経費補助金収入 ××
７ 雑収入 ××

事業外収益合計 ×××

（七　特別利益の部）
Ⅷ 特別利益
１ 固定資産売却益 ××
２ 補助金収入 ××
３ 貸倒引当金戻入 ××

（5）退職給与引当金繰入
××

（6）退職給与引当金戻入
△××

（7）役員退職金 ××
（8）役員退職給与積立金取崩

△×× ×××
２ 業務費
（1）教育研究費、研究開発費、新聞図書費

××
（2）旅費交通費、通信費 ××
（3）会議費

（総会費、理事会費、部・委員会費、
支部会議費） ××

（4）消耗品費、事務用品費、印刷費、器
具備品費 ××

（5）賃貸料、支払家賃、支払保険料、水
道光熱費、修繕費、車両費、コンピ
ュータ関係費 ×× ×××

３ 諸税負担金
（1）租税公課 ××
（2）消費税等 ×× ×××
４ 事業費へ配賦
（1）販売費へ配賦 △××
（2）購買費へ配賦 △××
（3）金融費へ配賦 △××
（4）生産・加工費へ配賦

△×× △×××

一般管理費合計

事業利益金額又は事業損失金額 ×××

（六　事業外費用の部）
Ⅶ 事業外費用
１ 支払利息 ××
２ 為替差損 ××
３ 寄付金 ××
４ 創立費償却 ××
５ 繰延消費税等償却 ××
６ 貸倒引当金繰入 ××
７ 貸倒損失 ××
８ 雑損失 ××
９ 有価証券評価損 ××

事業外費用合計 ×××

経常利益金額又は経常損失金額 ×××

（八　特別損失の部）
Ⅷ 特別損失
１ 固定資産売却損 ××
２ 固定資産除却損 ××
３ 固定資産圧縮損 ××
４ 災害による損失 ××
５ 前期損益修正損 ××
６ 減損損失 ××
７ その他特別損失 ××

特別損失合計 ×××

税引前当期純利益金額
又は税引前当期純損失金額 ×××

Ⅸ 税等
１ 法人税等 ××
２ 法人税等調整額 ××

計 ××

当期純利益金額又は当期純損失金額
×××

４ 未払法人税等戻入 ××
５ 前期損益修正益 ××
６ 特別積立金取崩 ××
７ その他特別利益 ××

特別利益合計 ×××

23年03月号_本文.indd   7 11.3.3   2:31:39 PM



�中小企業静岡 2011.3

  

剰
余
金
処
分
（
損
失
処
理
）

組
合
は
、
定
款
で
定
め
る
額
に
達
す
る
ま
で
、

毎
事
業
年
度
の
剰
余
金
の
一
〇
分
の
一
以
上
を
利

益
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
さ
れ
、
そ
の
額
は
出
資
総
額
の
二
分
の
一
を

下
っ
て
は
な
ら
ず
、
損
失
の
て
ん
補
に
充
て
る
場

合
を
除
い
て
は
、
取
り
崩
し
は
で
き
な
い
。

教
育
情
報
提
供
事
業
を
行
う
組
合
で
は
、
そ
の

費
用
に
充
て
る
た
め
、
毎
事
業
年
度
の
剰
余
金
の

二
〇
分
の
一
以
上
を
翌
年
度
に
繰
り
越
さ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
（
教
育
情
報
費
用
繰
越
金
）。

「
毎
事
業
年
度
」
の
剰
余
金
と
は
、
そ
の
事
業

年
度
に
発
生
し
た
収
益
と
費
用
と
の
差
額
を
意
味

し
、前
期
繰
越
利
益
は
含
ま
な
い
の
で
注
意
す
る
。

前
期
繰
越
損
失
が
あ
る
場
合
は
、
ま
ず
前
期
繰

越
損
失
を
て
ん
補
し
な
け
れ
ば
、
他
の
処
分
が
で

き
な
い
。
し
た
が
っ
て
前
期
繰
越
損
失
を
て
ん
補

し
て
な
お
残
額
が
あ
る
と
き
に
限
り
、
所
定
の
規

定
に
よ
っ
て
処
分
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

ま
た
、
定
款
の
定
め
や
総
会
の
決
議
に
よ
り
、

剰
余
金
を
任
意
で
積
み
立
て
る
こ
と
も
で
き
る
。

以
上
の
よ
う
に
、
欠
損
を
て
ん
補
し
、
利
益
準

備
金
と
教
育
情
報
費
用
繰
越
金
並
び
に
定
款
に
定

め
る
任
意
積
立
金
の
積
立
て
を
行
っ
た
後
で
は
じ

め
て
剰
余
金
の
配
当
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

剰
余
金
処
分
案
は
、
そ
の
事
業
年
度
に
お
い
て

発
生
し
た
剰
余
金
を
ど
の
よ
う
に
処
分
す
る
か
を

決
め
る
書
類
で
、
通
常
総
会
に
議
案
と
し
て
提
出

さ
れ
、
承
認
を
受
け
処
分
が
決
定
す
れ
ば
、
総
会

の
日
の
日
付
を
も
っ
て
経
理
処
理
を
行
う
。

当
期
が
未
処
理
損
失
の
場
合
は
、
損
失
処
理
案

と
し
、
次
期
に
損
失
を
繰
り
越
す
こ
と
も
で
き
る

が
、
次
年
度
以
降
の
利
益
で
解
消
で
き
る
見
込
み

が
な
い
と
き
は
、
定
款
に
定
め
る
順
序
に
従
い
、

任
意
積
立
金
、
利
益
準
備
金
、
資
本
準
備
金
を
取

り
崩
し
て
て
ん
補
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

  

教
育
情
報
費
用
繰
越
金

前
述
の
と
お
り
、教
育
情
報
事
業
を
行
う
組
合

は
、そ
の
事
業
の
費
用
に
充
て
る
た
め
、毎
事
業
年

度
の
剰
余
金
の
二
〇
分
の
一
以
上
を
翌
事
業
年
度

に
繰
り
越
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。こ
の
繰
越
金

は
、剰
余
金
の
処
分
に
よ
っ
て
計
上
さ
れ
る
も
の
で
、

教
育
情
報
事
業
の
た
め
の
使
用
と
い
う
一
定
の
目
的

に
よ
り
留
保
し
た
利
益
剰
余
金
で
あ
る
と
言
え
る
。

し
か
し
、
法
の
趣
旨
は
、
組
合
に
剰
余
金
が
生

じ
た
場
合
、
必
ず
そ
の
一
定
部
分
を
そ
の
後
の
事

業
年
度
で
組
合
に
お
け
る
教
育
情
報
事
業
の
費
用

に
充
て
さ
せ
、
教
育
情
報
活
動
を
充
実
さ
せ
よ
う

と
い
う
点
に
あ
る
。こ
の
た
め
、教
育
情
報
費
用
繰

越
金
は
使
用
さ
れ
る
こ
と
が
前
提
で
、
原
則
と
し

て
、損
失
の
て
ん
補
に
充
て
る
こ
と
も
で
き
な
い
。

剰
余
金
処
分
の
確
定
時
に
積
み
立
て
、「
教
育

情
報
事
業
費
」
と
の
関
連
で
任
意
に
取
り
崩
す
処

理
が
基
本
。
貸
借
対
照
表
は
、
純
資
産
の
部
に
掲

記
す
る
。

取
り
崩
し
た
と
き
の
取
崩
額
は
組
合
会
計
基
準

で
は
、勘
定
科
目
表
の「
収
益
勘
定
」の「
教
育
情
報

事
業
収
益
」に
属
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

事
業
別
損
益
計
算
を
行
わ
な
い
組
合
の
損
益
計

算
書
で
は
、教
育
情
報
事
業
収
益
の
内
訳
の「
教
育

損　失　処　理　案
自　平成　　年　　月　　日
至　平成　　年　　月　　日

Ⅰ当期未処理損失金
1 当期純損失金額（又は当期純利益金額） ××
2 前期繰越損失金（又は前期繰越剰余金） ××　×××

Ⅱ損失てん補取崩額
1 組合積立金取崩額
特別積立金取崩額 ××
○○周年記念事業積立金取崩額 ××
役員退職給与積立金取崩額 ××　　××

2 利益準備金取崩額 ××
3 資本剰余金取崩額 ××　×××

Ⅲ次期繰越損失金 ××

剰　余　金　処　分　案
自　平成　　年　　月　　日
至　平成　　年　　月　　日

Ⅰ当期未処分剰余金
1 当期純利益金額（又は当期純損失金額） ××
2 前期繰越剰余金（又は前期繰越損失金） ××
3 過年度税効果調整額 ××　×××

Ⅱ組合積立金取崩額
1 会館建設積立金取崩額 ××
2 特別積立金取崩額 ××　×××

Ⅲ剰余金処分額
1 利益準備金 ××
2 組合積立金
特別積立金 ××
○○周年記念事業積立金 ××
役員退職給与積立金 ××　×××

3 教育情報費用繰越金 ××
4 出資配当金 ××
5 利用分量配当金
共同購買事業配当金 ××
○○事業配当金 ××　×××　×××

Ⅳ次期繰越剰余金 ×××

＜損失処理案様式例＞（非出資商工組合を除く） ＜剰余金処分案様式例＞（非出資商工組合を除く）
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組合活性化情報

決算書類のまとめかた

業
か
ら
生
じ
た
剰
余
金
等
、
組
合
員
と
の
取
引
に

基
づ
か
な
い
取
引
に
よ
る
剰
余
金
の
分
配
は
、
該

当
し
な
い
。
こ
の
利
用
分
量
配
当
に
該
当
し
な
い

剰
余
金
の
分
配
は
、
組
合
員
に
対
す
る
出
資
配
当

金
と
し
て
扱
わ
れ
る
。

し
た
が
っ
て
、
損
金
算
入
の
適
用
を
受
け
る
た

め
に
は
、
組
合
員
と
の
取
引
で
生
じ
た
剰
余
金
と

そ
う
で
な
い
も
の
と
を
区
分
す
る
必
要
が
あ
り
、

会
計
上
明
確
に
区
分
さ
れ
て
い
な
い
と
適
用
が
受

け
ら
れ
な
い
こ
と
が
あ
る
の
で
十
分
注
意
す
る
。

な
お
、
員
外
利
用
が
あ
る
事
業
部
門
の
組
合
員

以
外
の
者
と
の
取
引
に
よ
る
剰
余
金
部
分
は
、
事

業
利
用
分
量
配
当
金
の
対
象
と
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
の
で
売
上
高
な
ど
に
よ
っ
て
、
按
分
計
算
を

行
っ
て
除
外
す
る
。

配
当
方
法
は
、
組
合
員
が
当
期
に
組
合
の
事
業

を
利
用
し
た
分
量
に
応
じ
て
事
業
の
種
類
別
に

一
定
の
率
で
行
う
配
当
に
限
ら
れ
、
同
一
の
種
類

と
し
て
区
分
し
た
事
業
の
中
で
利
用
量
の
多
寡
に

よ
っ
て
率
に
差
を
設
け
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
。こ

の
た
め
組
合
は
、
組
合
員
の
利
用
度
を
明
確
に
把

握
し
、算
出
根
拠
を
明
ら
か
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

組
合
は
利
用
分
量
配
当
金
の
支
払
に
あ
た
っ
て

は
、
源
泉
所
得
税
を
徴
収
す
る
必
要
は
な
い
。

損
金
算
入
の
取
扱
い
を
受
け
た
部
分
は
、
支
払

を
受
け
た
法
人
組
合
員
は
益
金
算
入
し
な
け
れ
ば

な
ら
ず
、
受
取
配
当
金
の
益
金
不
算
入
の
対
象
と

す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。一
方
、組
合
員
が
個
人
事

業
者
の
場
合
は
、
組
合
が
損
金
算
入
と
し
た
利
用

分
量
配
当
金
は
事
業
所
得
の
収
入
金
額
、
組
合
が

損
金
不
算
入
と
し
た
も
の
は
配
当
所
得
と
な
る
。

情
報
費
用
繰
越
金
取
崩
」と
し
て
経
常
収
入
項
目

に
取
り
扱
わ
れ
、事
業
別
損
益
計
算
書
を
必
要
と

す
る
組
合
で
は「
そ
の
他
事
業
収
益
」の
内
訳
に「
教

育
情
報
費
用
繰
越
金
取
崩
」と
し
て
表
示
さ
れ
る
。

な
お
、
税
務
上
は
、
前
期
課
税
済
の
所
得
の
中

か
ら
積
み
立
て
ら
れ
た
積
立
金
で
あ
る
の
で
、
そ

の
戻
入
れ
に
よ
る
利
益
は
益
金
不
算
入
と
な
る
。

  

事
業
利
用
分
量
配
当
金

組
合
事
業
は
、
組
合
自
体
が
直
接
に
利
益
を
得

る
こ
と
を
目
的
と
す
る
の
で
は
な
く
、
組
合
員
の

行
う
事
業
の
利
益
を
増
進
し
、
そ
の
経
済
的
地
位

の
向
上
を
図
る
こ
と
に
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
共

同
事
業
に
よ
っ
て
得
た
利
益
は
ま
ず
、
そ
の
組
合

と
組
合
員
と
の
取
引
の
分
量
に
応
じ
て
分
配
す
る

こ
と
が
好
ま
し
い
。

中
協
法
で
は「
組
合
の
剰
余
金
の
配
当
は
、主
と

し
て
組
合
事
業
の
利
用
分
量
に
応
じ
て
す
る
も
の

と
し
、出
資
額
に
応
じ
て
配
当
を
す
る
と
き
は
、そ

の
限
度
が
定
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
」と
定
め
て
い
る
。

こ
の
利
用
分
量
配
当
金
は
、
組
合
員
が
組
合
に

支
払
っ
た
事
業
取
扱
手
数
料
等
の
割
戻
し
に
相
当

す
る
も
の
で
、
決
算
の
際
は
、
剰
余
金
処
分
案
で

計
上
し
、
総
会
の
承
認
を
受
け
る
。

法
人
税
法
上
、
利
用
分
量
配
当
は
損
金
の
額
に

算
入
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
が
、
損
金
算
入
が

で
き
る
の
は
、
そ
の
剰
余
金
が
組
合
と
組
合
員
と

の
取
引
や
そ
の
取
引
を
基
礎
に
行
わ
れ
た
取
引
で

生
じ
た
剰
余
金
か
ら
成
る
部
分
の
分
配
に
限
ら
れ

る
。
こ
の
た
め
、
固
定
資
産
の
処
分
等
に
よ
る
剰

余
金
や
組
合
員
の
利
用
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
事

組
合
に
よ
っ
て
は
、
剰
余
金
の
処
分
と
し
な
い

で
割
戻
し
等
の
名
称
で
組
合
員
に
還
元
す
る
例
も

あ
る
が
、
こ
の
場
合
は
、
組
合
で
妥
当
な
割
戻
し

基
準
を
定
め
、
損
金
経
理
に
よ
っ
て
支
出
し
て
い

れ
ば
、
損
金
算
入
が
認
め
ら
れ
る
。

な
お
、
企
業
組
合
の
従
事
分
量
配
当
は
、
損
金

算
入
が
認
め
ら
れ
ず
通
常
の
利
益
配
当
と
し
て
取

り
扱
わ
れ
る
の
で
、
配
当
の
際
は
二
〇
％
の
源
泉

徴
収
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

  

出
資
配
当
金

出
資
配
当
は
、
利
用
分
量
配
当
と
異
な
り
課
税

対
象
金
額
と
さ
れ
る
上
に
、
支
払
の
際
は
二
〇
％

の
源
泉
所
得
税
を
徴
収
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
な

ど
か
ら
、
と
か
く
出
資
配
当
が
利
用
分
量
配
当
よ

り
敬
遠
さ
れ
る
傾
向
が
あ
る
。

出
資
配
当
金
は
、
法
人
組
合
員
で
は
受
取
配
当

金
の
益
金
不
算
入
、
個
人
組
合
員
で
は
配
当
控
除

の
対
象
と
な
る
。

組
合
は
、
通
常
総
会
に
提
出
す
る
剰
余
金
処
分

案
の
作
成
に
あ
た
っ
て
、
あ
ら
か
じ
め
定
め
た
率

を
各
組
合
員
の
出
資
額
に
乗
じ
て
各
組
合
員
の
配

当
金
額
を
計
算
し
、
そ
の
総
額
を
剰
余
金
処
分
案

に
出
資
配
当
金
と
し
て
計
上
す
る
。

年
度
途
中
で
増
資
払
込
み
が
あ
っ
た
と
き
は
、

各
月
末
の
払
込
済
出
資
金
を
基
に
し
た
月
割
計
算

や
積
数
計
算
で
配
当
金
額
を
計
算
す
れ
ば
よ
い
。

組
合
に
未
払
込
出
資
金
が
あ
る
場
合
、
定
款
で

配
当
金
を
出
資
金
に
充
当
す
る
旨
の
規
定
が
あ
れ

ば
、
払
込
完
了
に
至
る
ま
で
配
当
金
を
出
資
払
込

に
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
。
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静岡労働局からのお知らせ
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「
先
達
の
思
い
と
積
み
重
ね
て
き
た
歴

史
の
重
さ
を
ひ
し
ひ
し
と
感
じ
ま

す
。と
、同
時
に
あ
く
ま
で
も
ひ
と
つ
の
通

過
点
。次
代
へ
の
ス
テ
ッ
プ
と
し
た
い
」。

組
合
創
立
五
〇
年
の
節
目
を
理
事
長
と

し
て
迎
え
、そ
の
心
情
を
率
直
に
語
る
。

組
合
が
誕
生
し
た
の
は
、わ
が
国
の
自

動
車
産
業
が
大
き
く
花
開
こ
う
と
し
て
い

た
昭
和
三
五
年
。県
下
初
の
自
動
車
整
備

業
者
に
よ
る
協
同
組
合
と
し
て
、藤
枝
市

と
周
辺
市
町
の
三
一
社
で
設
立
さ
れ
た
。

「
当
時
は
オ
ー
ト
三
輪
の
全
盛
期
。藤
枝

市
内
の
自
家
用
四
輪
自
動
車
は
、数
え
る

こ
と
が
で
き
る
く
ら
い
少
な
か
っ
た
、と
言

い
ま
す
。こ
の
時
代
に
業
者
を
束
ね
た
ん

だ
か
ら
、先
見
性
が
あ
っ
た
ん
で
す
ね
」。

そ
の
先
見
性
を
示
す
取
り
組
み
の
ひ
と

つ
が
、組
合
に
よ
る
自
動
車
教
習
所
の
運

営
で
あ
る
。ま
だ
少
な
か
っ
た
運
転
免
許

証
の
取
得
者
を
増
や
し
、青
少
年
に
正
し

い
運
転
技
術
を
身
に
つ
け
て
も
ら
お
う

と
、組
合
設
立
の
翌
年
に
”藤
枝
自
動
車
練

習
所”

を
開
設
し
た
。

「
組
合
員
が
交
代
で
運
転
技
術
の
指
導

に
あ
た
っ
た
そ
う
で
す
。い
ま
、教
習
所
は

あ
り
ま
せ
ん
が
、そ
の
思
い
は
脈
々
と
受

け
継
が
れ
て
い
る
よ
う
に
思
い
ま
す
」と

先
人
の
足
跡
に
改
め
て
敬
意
を
表
す
。

こ
の
半
世
紀
、組
合
が
一
貫
し
て
力
を

注
い
で
き
た
の
が
、地
域
と
の
信
頼
関
係

づ
く
り
だ
。

「
私
た
ち
の
業
界
は
、商
圏
が
限
ら
れ
る

典
型
的
な
地
域
密
着
型
の
サ
ー
ビ
ス
業
。

地
域
か
ら
信
頼
さ
れ
、愛
さ
れ
て
は
じ
め

て
成
り
立
つ
商
売
で
す
」と
そ
の
立
場
に

ブ
レ
は
な
い
。

「
教
習
所
の
運
営
も
地
域
と
の
つ
な
が
り

を
大
切
に
し
よ
う
と
い
う
活
動
の
一
環
。

警
察
や
陸
運
局
と
タ
イ
ア
ッ
プ
し
三
〇
年

以
上
続
く
街
頭
点
検
指
導
や
無
料
マ
イ

カ
ー
点
検
教
室
、交
通
安
全
運
動
へ
の
全

面
的
協
力
な
ど
を
通
じ
、地
域
の
安
全
を

守
る
こ
と
が
、わ
れ
わ
れ
ク
ル
マ
に
携
わ

る
者
の
責
務
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
」。

五
〇
周
年
を
機
に「
守
り
ま
す
。あ
な
た

と 

車
と 

地
域
の
信
頼
」を
組
合
の
キ
ャ
ッ

チ
フ
レ
ー
ズ
に
定
め
、こ
れ
を
記
し
た
の

ぼ
り
旗
を
、一
〇
〇
社
近
い
全
て
の
組
合

員
に
配
布
し
た
。目
指
す
は
、困
っ
た
と
き

に
気
軽
に
立
ち
寄
れ
る
”街
の
ク
ル
マ
の

お
医
者
さ
ん”

だ
。

「
最
近
の
ク
ル
マ
は
、電
子
化
、高
機
能

化
し
て
ど
ん
ど
ん
便
利
に
な
る
反
面
、自

ら
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
す
る
ユ
ー
ザ
ー
が
少

な
く
な
っ
て
い
る
よ
う
に
感
じ
ま
す
。愛

車
に
安
心
し
て
長
く
乗
り
続
け
る
た
め
に

も
、ぜ
ひ
身
近
な
”ク
ル
マ
の
か
か
り
つ
け

医”

を
見
つ
け
て
頂
き
た
い
。組
合
も
最
新

の
技
術
に
即
応
で
き
る
よ
う
常
に
研
鑽
を

続
け
て
い
き
ま
す
」。

プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
で
も
大
の
ク
ル
マ
好
き
。

四
〇
年
以
上
無
事
故
・
無
違
反
が
自
慢

の
セ
ー
フ
テ
ィ
ド
ラ
イ
バ
ー
で
も
あ
る
。

「
自
分
の
思
い
通
り
に
動
く
の
が
ク
ル

マ
の
魅
力
」と
、多
忙
な
日
常
の
合
間
を
縫

い
、ふ
ら
り
と
ド
ラ
イ
ブ
に
出
か
け
る
。

クローズアップインタビュー

藤枝自動車整備協同組合

鈴木新一理事長

組合活性化情報

組合が創立50周年
命とクルマを守る
“街のクルマの
お医者さん”目指し
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Business Report 組合の動き

官
公
需
適
格
組
合
の
活
用
を

　
　
　
　
　
︱
官
公
需
問
題
懇
談
会

静
岡
県
中
央
会

静
岡
県
中
央
会
で
は
、
受
注
側
と
発

注
側
の
相
互
理
解
や
受
発
注
の
円
滑
化

な
ど
を
目
的
と
す
る「
官
公
需
問
題
懇

談
会
」を
一
月
二
〇
日
、二
七
日
の
二
日

間
、静
岡
市
の
ホ
テ
ル
シ
テ
ィ
オ
静
岡

で
開
催
。懇
談
会
に
は
、県
内
の
官
公
需

適
格
組
合
関
係
者
や
中
小
企
業
庁
を
は

じ
め
と
す
る
行
政
の
担
当
者
ら
あ
わ
せ

て
延
べ
五
〇
人
が
出
席
し
た
。

二
〇
日
は
建
築
や
建
具
、
畳
、
造
園

な
ど
工
事
関
係
組
合
を
対
象
に
実
施
。

出
席
組
合
か
ら
、

「
現
状
の
低
い
単
価
で
は
採
算
割
れ

だ
。
極
端
な
低
価
格
入
札
に
対
す
る
指

導
を
求
む
」「
市
町
レ
ベ
ル
で
の
官
公
需

適
格
組
合
制
度
の
認
識
が
低
い
。
担
当

者
に
対
す
る
Ｐ
Ｒ
や
理
解
向
上
の
周
知

を
お
願
い
し
た
い
」「
適
格
組
合
の
要
件

で
あ
る
技
術
者
の
雇
用
が
困
難
に
な
り

つ
つ
あ
る
。
要
件
の
緩
和
や
見
直
し
を
」

な
ど
厳
し
い
現
状
を
反
映
し
た
意
見
が

多
く
出
さ
れ
た
。

ま
た
、
受
注
方
法
や
標
準
仕
様
書
に

関
す
る
質
疑
応
答
や
情
報
交
換
が
行
わ

れ
、
相
互
理
解
を
深
め
た
。

建
築
設
計
監
理
や
施
設
管
理
、
印
刷
、

警
備
な
ど
物
品
納
入
・
役
務
提
供
関
係

組
合
を
対
象
に
行
っ
た
二
七
日
の
懇
談

会
で
は
、
神
奈
川
県
官
公
需
適
格
組
合

協
議
会
の
浦
上
裕
史
会
長（
相
模
原
事

務
用
品
㈿
前
理
事
長
）
が
講
演
。

浦
上
会
長
は
、所
属
す
る
組
合
が
、市

役
所
や
市
立
小
・
中
学
校
の
什
器
・
備

品
の
単
価
契
約
を
結
ん
だ
こ
と
に
触
れ
、

「
組
合
で
行
動
憲
章
を
定
め
、
地
元
に

根
ざ
し
た
活
動
を
行
っ
て
い
る
こ
と
や

堅
実
で
安
定
的
な
組
合
運
営
、
さ
ら
に

は
エ
コ
ア
ク
シ
ョ
ン
21
の
取
得
を
通
じ

た
環
境
重
視
の
姿
勢
な
ど
が
評
価
さ
れ

藤
枝
市
と
旧
大
井
川
町
の
自
動
車
整

備
業
者
九
九
社
が
加
入
す
る
藤
枝
自
動

車
整
備
協
同
組
合（
鈴
木
新
一
理
事
長
）

は
、一
月
二
二
日
、藤
枝
市
の
小
杉
苑
で

創
立
五
〇
周
年
記
念
式
典
を
行
っ
た
。

式
典
に
は
、
組
合
員
の
ほ
か
、
地
域

選
出
の
国
会
議
員
や
県
議
会
議
員
、
関

係
機
関
の
代
表
者
ら
約
七
〇
人
が
出

席
。
創
立
五
〇
周
年
の
節
目
を
祝
っ
た
。

組
合
を
代
表
し
て
鈴
木
理
事
長
は
、

「
先
人
の
労
苦
を
し
の
ぶ
と
と
も
に
、

関
係
諸
機
関
の
ご
支
援
ご
協
力
に
改
め

て
感
謝
し
た
い
。
こ
れ
を
機
に
よ
り

い
っ
そ
う
地
域
に
根
付
い
た
活
動
を
展

開
し
て
い
く
」
と
あ
い
さ
つ
し
た
。

式
典
で
は
、
長
年
に
わ
た
り
組
合
運

営
に
尽
力
し
た
理
事
長
経
験
者
ら
に
、

感
謝
状
が
贈
ら
れ
た
。

組
合
で
は
、
記
念
事
業
と
し
て
、
新

た
に
組
合
キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
”守
り

”守
り
ま
す
。
あ
な
た
と 

車
と 

地
域
の
信
頼
“

創
立
五
〇
周
年
迎
え
る

藤
枝
自
動
車
整
備
協
同
組
合

価
格”

を
示
す
な
ど
、
過
度
な
価
格
競

争
や
品
質
の
低
下
を
招
か
な
い
工
夫
も

必
要
だ
ろ
う
」
と
持
論
を
述
べ
た
。

官
公
需
適
格
組
合
は
、
官
公
需
の
受

注
に
意
欲
的
で
、
受
注
し
た
契
約
を
十

分
履
行
で
き
る
経
営
基
盤
が
整
備
さ
れ

て
い
る
こ
と
を
国
が
証
明
す
る
制
度
。

県
内
で
は
工
事
関
係
三
二
組
合
、
物
品
・

役
務
関
係
二
一
組
合
が
証
明
を
取
得
し

て
い
る
。

た
と
思
う
」
と
し
た
上
で
、

「
発
注
者
に
対
し
、
も
っ
と
積
極
的
に

適
格
組
合
や
制
度
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
こ

と
が
必
要
だ
」
と
説
い
た
。

さ
ら
に
行
政
が
導
入
を
検
討
す
る 

”競
り
下
げ
入
札
方
式
“
に
つ
い
て
、

「
定
め
ら
れ
た
時
間
内
に
何
回
で
も
よ

り
安
い
価
格
で
入
札
で
き
る
こ
の
方
式

で
は
、
利
益
を
度
外
視
し
た
価
格
競
争

が
常
態
化
す
る
恐
れ
が
あ
る
。
”最
低

▲組合を代表してあいさつする鈴木理事長と全組合員に配られ
たのぼり旗

▼�「もっと積極的に適格組合をアピールす
ることが必要」と神奈川県官公需適格組
合協議会の浦上会長（写真円内）
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米
ペ
ー
ス
ト
製
造
プ
ラ
ン
ト
が
完
成

県
中
央
会
・
県
食
料
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
協
議
会

県
食
料
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
協
議
会

（
事
務
局･

県
中
央
会
）
が
支
援
す
る
コ

ン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
企
業
連
合
）
で
は
、

こ
の
ほ
ど
「
米
ペ
ー
ス
ト
プ
ラ
ン
ト
」

の
開
発
に
成
功
し
た
。

こ
の
プ
ラ
ン
ト
は
、
平
成
二
二
年
度

の
静
岡
新
産
業
集
積
ク
ラ
ス
タ
ー
コ
ン

ソ
ー
シ
ア
ム
事
業
化
推
進
事
業
の
採
択

を
受
け
、
焼
津
市
の
㈱
い
ち
ま
る（
食

品
加
工
業
）を
コ
ア
企
業
に
、㈱
焼
津
冷

凍
と
㈱
寺
田
製
作
所（
島
田
市
）が
コ
ン

ソ
ー
シ
ア
ム
を
組
み
開
発
し
た
も
の
で
、

八
時
間
で
約
一
〇
〇
㌔
の
生
産
が
可
能
。

一
般
的
な
米
粉
製
造
プ
ラ
ン
ト
に
比
べ
、

導
入
費
用
が
大
幅
に
抑
え
ら
れ
、
設
置

ス
ペ
ー
ス
も
少
な
く
済
む
と
い
う
。

”米
ペ
ー
ス
ト”

は
、
米
を
数
時
間

水
に
浸
し
た
後
、
細
か
く
す
り
つ
ぶ
し

ペ
ー
ス
ト
状
に
し
た
も
の
で
、
静
岡
県

立
大
学
食
品
栄
養
科
学
部
の
貝
沼
や
す

子
名
誉
教
授
が
開
発
。
も
っ
ち
り
と
し

た
食
感
で
、
パ
ン
、
ケ
ー
キ
、
和
菓
子
、

シ
チ
ュ
ー
、
グ
ラ
タ
ン
な
ど
の
素
材
と

し
て
も
活
用
で
き
る
。

米
ペ
ー
ス
ト
で
調
製
し
た
パ
ン
生
地

は
、
柔
ら
か
く
伸
展
性
に
富
み
、
パ
ン

の
膨
化
を
促
進
。
米
の
持
つ
機
能
性
も

保
持
さ
れ
る
と
好
評
だ
。

開
発
を
支
援
し
た
同
協
議
会
で
は
、

「
米
ペ
ー
ス
ト
は
、
品
種
を
問
わ
ず
手

軽
に
調
製
で
き
、
米
粉
よ
り
低
価
格
で
、

幅
広
い
分
野
の
食
品
で
使
用
で
き
る
。食 

品
メ
ー
カ
ー
を
中
心
に
プ
ラ
ン
ト
導
入

を
働
き
か
け
て
い
き
た
い
」と
述
べ
た
。

艶
や
か
な
”ま
ゆ
玉
飾
り
“で
お
も
て
な
し

伊
豆
長
岡
温
泉
旅
館
協
同
組
合

伊
豆
の
国
市
観
光
協
会
が
主
催
し
、

伊
豆
長
岡
温
泉
旅
館
協
同
組
合
（
松
本

浩
行
理
事
長
）
が
協
賛
す
る
”ま
ゆ
玉

飾
り”

の
展
示
会
が
、
一
月
二
四
日
か

ら
三
月
一
〇
日
ま
で
同
温
泉
街
の
旅
館

「
福
狸
亭
小
川
家
」
で
行
わ
れ
た
。

ま
ゆ
玉
飾
り
は
、
養
蚕
が
盛
ん
だ
っ

た
同
地
区
で
、
繭
の
豊
作
や
家
内
安
全

を
祈
願
し
、
昭
和
三
〇
年
代
ま
で
行
わ

れ
て
い
た
風
習
。
養
蚕
の
衰
退
に
よ
り

姿
を
消
し
て
い
た
が
、
地
元
の
有
志
ら

が
平
成
一
三
年
に
復
活
さ
せ
、
今
回
で

九
回
目
を
迎
え
た
。

同
地
区
の
手
芸
グ
ル
ー
プ
会
員
四
二

人
が
一
年
を
か
け
て
作
り
上
げ
た
、
お

よ
そ
二
〇
〇
〇
個
の
艶
や
か
な
ま
ゆ
玉

飾
り
が
会
場
を
埋
め
尽
く
し
た
。

会
場
で
は
、
手
芸
グ
ル
ー
プ
会
員
ら

が
手
ほ
ど
き
す
る
ま
ゆ
玉
作
り
体
験
も

行
わ
れ
、
来
場
者
を
喜
ば
せ
た
。

組
合
で
は
、

 

「
ま
ゆ
玉
飾
り
を
通
じ
、
お
客
様
に

組合活性化情報

▼色とりどりのまゆ玉飾りが温泉街に春を呼ぶ

▲開発された米ペーストプラント

し
た
。
来
年
以
降
も
趣
向
を
凝
ら
し
て

盛
り
上
げ
て
い
き
た
い
」
と
語
っ
た
。

お
も
て
な
し
の
心
を
伝
え
よ
う
と
は
じ

め
て
一
〇
年
。
伊
豆
長
岡
温
泉
の
春
を

迎
え
る
風
物
詩
と
し
て
す
っ
か
り
定
着

ど
を
盛
り
込
ん
だ
地
域
情
報
誌
の
発
行

な
ど
多
彩
な
Ｐ
Ｒ
活
動
を
展
開
。

こ
れ
ら
を
通
じ
、
地
域
で
の
組
合
の

存
在
や
認
知
度
を
高
め
、
気
軽
に
立
ち

寄
れ
る
”街
の
ク
ル
マ
の
お
医
者
さ
ん”

と
し
て
の
地
位
を
固
め
て
い
く
考
え
だ
。

ま
す
。
あ
な
た
と 

車
と 

地
域
の
信
頼”

を
制
定
し
、
こ
れ
を
印
刷
し
た
の
ぼ
り

旗
を
組
合
員
へ
配
布
。
さ
ら
に
、
地
元

Ｆ
Ｍ
局
で
の
組
合
コ
マ
ー
シ
ャ
ル
の
放

送
や
全
組
合
員
店
舗
の
紹
介
、
自
動
車

整
備
の
ワ
ン
ポ
イ
ン
ト
ア
ド
バ
イ
ス
な
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　売上高、業界の景況は改善したものの、収益状況
は₂ヵ月連続で悪化した。特に、原油高や原材料の
高騰が、多くの業界に影響を及ぼし、収益率の悪化
につながっている。エジプトの政変もあり、今後の
動向に注視している。また、海外への生産シフトも
依然として続いており、今年もグローバル化への対
応が景況のカギを握りそうだ。

　　　　　　 ・・・ 対象17業種より抜粋
［ 木材・木製品 ］ 
　稼働率が低く、荷動きも芳しくない。売値も前年より、平均
して低下している。

［ 紙・紙加工品 ］
　原油高騰で原材料や燃料に影響があり、コスト上昇分を値上
げの方向で要請。

［ 輸送用機器 ］ 
　輸出は新興国向けを中心に増加しているが、円高、海外生産
の拡大により国内生産の見通しは暗い。

［ 宿泊業 ］
　旅館によりばらつきはあるものの、前年並みに落ち着いた。
しかし、組合アンテナショップの売上は20％ダウン。

［ 運輸業 ］
　荷動きが鈍化しているうえ、軽油価格も依然として上昇して
いるため、昨年に比べ収益が悪化している企業が多い。

概　況

業界の声

DI値の推移

景況ウォッチ （22年1月の情報連絡員月次景況調査より）

静岡県中央会に設置されている情報連絡員〔協同組合等の役職員87名に委嘱〕による毎月の景況調査の概要です。

事
務
局

組合活性化情報

※DI値＝［（増加・好転組合数−減少・悪化組合数）／対象組合数］×100

H22.12 H23.1

-36.8

-18.1

-23.0

-16.1

-46.0

-32.2

-5.1

-17.3

-46.0

‑28.7

‑14.7

‑21.8

‑17.3

‑54.0

‑31.1

‑10.3

‑9.2

‑40.2

H22.12 H23.1

8.1

3.4

1.2

-1.2

-8.0

1.1

-5.2

8.1

5.8

＋0.1以上･･･　　  ± 0.0･･･　　  〜 −20.0･･･　　  −20.0 〜･･･
なお、｢在庫数量｣のみマイナス値が大きいほど好要件としている。

異
業
種
八
社
で
構
成
す
る
旧
大
井

川
町
の
団
地
組
合（
オ
ー
エ
フ
ジ
ー
＝

O
igawa Factory G

roup

の
略
）の
事
務

局
長
に
就
い
た
の
は
、平
成
一
八
年
一
一

月
。三
〇
年
以
上
務
め
た
専
務
理
事
の
勇

退
に
伴
い
、後
任
に
迎
え
ら
れ
た
。

そ
の
経
歴
は
、
組
合
組
織
と
は
全
く

の
無
縁
。
し
か
し
「
今
ま
で
の
経
験
全

て
が
、
い
ま
の
私
の
糧
」
と
言
い
切
る
。

社
会
人
第
一
歩
を
踏
み
出
し
た
の

は
、
熱
海
市
の
美
術
館
。
こ
ど
も
の
頃

か
ら
の
夢
を
叶
え
、
国
宝
級
の
美
術
品

の
展
示
替
え
や
展
示
会
の
企
画
に
携

わ
っ
た
。

し
か
し
四
年
後
、
家
庭
の
事
情
か
ら
、

自
宅
の
あ
る
藤
枝
に
戻
り
、
土
地
区
画

整
理
組
合
の
職
員
に
。
そ
こ
で
痛
感
し

た
の
が
”誠
意”

の
重
さ
だ
。

上
司
が
何
度
足
を
運
ん
で
も
進
ま
な

か
っ
た
地
権
者
と
の
交
渉
。
だ
が
、
親

周
囲
へ
の
感
謝
を
”誠
意
“に
込
め
て

子
ほ
ど
年
の
離
れ
た
若
手
職
員
の
誠
意

を
尽
く
し
た
対
応
で
”君
を
信
じ
て
ハ

ン
コ
を
預
け
る”

と
い
う
関
係
に
ま
で

な
る
光
景
を
目
の
当
た
り
に
す
る
。

「
年
齢
や
役
職
で
は
な
く
、
誠
意
が

人
を
動
か
す
ん
だ
な
と
強
く
思
っ
た
」。

事
務
局
長
に
就
任
し
て
二
年
目
の

冬
、
あ
る
組
合
員
が
自
己
破
産
し
た
。

「
そ
ん
な
気
配
は
全
く
な
く
、
寝
耳

に
水
。
社
員
も
出
勤
し
て
初
め
て
事
態

に
気
づ
い
た
ほ
ど
。
そ
れ
か
ら
数
ヵ
月

は
、
善
後
策
や
法
的
手
続
き
で
て
ん
て

こ
舞
い
。
眠
れ
な
い
夜
が
続
き
ま
し
た
」

と
振
り
返
る
。

そ
ん
な
と
き
周
囲
の
誠
意
に
触
れ
た
。

「
”元
気
出
し
て”

と
職
員
が
買
っ
て

き
て
く
れ
た
ケ
ー
キ
を
食
べ
た
と
た
ん
、

力
が
湧
き
上
が
っ
て
く
る
の
を
感
じ
た
。

真
心
っ
て
伝
わ
る
も
の
な
ん
で
す
よ
」。

県
内
の
団
地
組
合
で
組
織
す
る
団
地

協
議
会
の
存
在
も
大
き
か
っ
た
。

「
同
じ
よ
う
な
体
験
を
し
た
方
も
多
く
、

皆
さ
ん
が
親
身
に
な
っ
て
相
談
に
乗
っ

て
く
れ
、本
当
に
あ
り
が
た
か
っ
た
」。

周
り
へ
の
感
謝
を
込
め
、
団
地
内
に

少
し
ず
つ
花
を
植
え
る
。

「
組
合
員
や
従
業
員
に
と
っ
て
、
こ

こ
は
一
日
の
多
く
を
過
ご
す
大
切
な
場

所
。
快
適
な
環
境
を
整
え
る
の
も
事
務

局
の
役
割
。
団
地
を
花
で
埋
め
尽
く
し

た
い
で
す
ね｣

。

小
学
生
で
始
め
た
茶
道
。
宗そ

う
へ
き碧
の
雅

号
で
表
千
家
教
授
者
と
し
て
後
進
を
指

導
す
る
。

｢

炭
の
香
り
が
漂
う
茶
室
は
、
日
常

を
忘
れ
さ
せ
て
く
れ
る
別
世
界
。
そ
れ

が
魅
力
の
ひ
と
つ
で
す｣

。

協同組合オーエフジー

相馬祥乃事務局長
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公正取引委員会からのお知らせ

下請法クイズ
公正取引委員会は、下請代金支払遅延等防止法（以下、下請法」）を運用することにより、親事業者と下請事業者との間の取引の公
正化を図ることに努めています。さて、公正取引委員会が出題する恒例の下請法クイズ。あなたには分かりますか?

【問題1】下記の取引で、下請法の適用となる取引に該当する場合には「○」、該当しない場合には「×」を付けてください（いずれの取引においても資
本金区分を満たしているものとみなします）。
ア�　小売業者が、自社で使用する商品陳列用什器の製造を、器材製造業者に委託すること（なお、小売業者に商品陳列用什器を業として製造する
能力はないものとします。）。
イ　製造業者が、自社が製造･販売する製品のテレビコマーシャルの制作に際し、俳優に出演を委託すること。
ウ�　リース業者が、自社が所有する物品について、自社で反復継続的に修理を行っていたところ、人手不足のため修理を行うことができない場
合に、専門の業者に修理を委託すること。
エ　製造業者が、自社が製造･販売する製品の運送を運送業者に委託すること。

【問題2】下請代金の支払について下請法上問題とならない行為には「○」、問題となる行為には「×」を付けてください。
ア　親事業者は、毎月末日納品締切、翌月末日を起算日として起算日から120日後に現金払とする支払制度を採用した。
イ�　親事業者が下請事業者に対して下請代金を支払う際に、あらかじめ下請事業者から合意を得た上で、「歩引」と称して下請代金の額に₃％を
乗じて得た金額を下請代金の額から差し引いて支払った。
ウ�　親事業者が下請事業者に対して下請代金を支払う際に、振込手数料を下請事業者が負担する旨の合意を得ている。決済について、従来は金
融機関の窓口払（₁件当たりの振込手数料525円）としていたところ、これをファームバンキング（同105円）に変更したが、これは自社の経営改
善によるものであることから、引き続き、従来どおり525円を下請代金の額から差し引いて支払った。
エ�　親事業者が下請事業者に対して決算報告書を提出するよう要請し、決算報告書において利益が出ていることを理由に、一方的に通常支払わ
れる対価に比べて著しく低い金額で下請代金の額を決定した。

【問題3】下請法に照らして問題とならないものには「○」、問題となるものには「×」を付けてください。
ア�　親事業者が下請事業者に対して製造を委託したが、委託した製品の売行きが思わしくなかったため、在庫調整を目的として、当初定めた納
期に受領せず、₁か月後に再度納品するよう要請した。
イ�　親事業者が下請事業者に対して物品の製造を委託する際に、自社の販売先からの要請により、当該物品の品質の均一性を維持する必要が
あったため、親事業者の指定する原材料を購入するよう要請し、購入させた。
ウ　貨物運送業者が、下請事業者に対して貨物運送業務の委託を行ったが、当該委託内容には含まれていない貨物の積下ろし作業も無償で手伝わせた。

＜回答と解説＞
【問題1】の回答　ア：×、イ：×、ウ：○、エ：×
ア�　自社で商品陳列用什器の製造を業として行っていないので、下請法の対象となる取引に該当しません。ただし、自社で商品陳列用什器の製
造を業として反復継続的に行っている場合に、当該製造を他の業者に委託すると「製造委託」に該当します。
イ�　自社で情報成果物を作成する際に、情報成果物の作成に必要な役務の提供を委託する場合がありますが、その場合、当該役務は自らが用い
る役務であるため下請法の対象となる取引に該当しません。
ウ　自社の所有物の修理を業として反復継続的に行っている事業者が、その修理の一部を他の修理業者に委託すれば「修理委託」に該当します。
エ�　自社が製造･販売する製品の運送を運送業者に委託することは、自らが用いる役務であるため、下請法の対象となる取引に該当しません。た
だし、運送業者が、自社が請け負った運送業務の一部について、他の運送業者に委託を行う場合のように、事業者が業として行う提供の目的た
る役務の提供の行為の全部又は一部を他の事業者に委託する場合は「役務提供委託」に該当します。

【問題2】の回答　ア：×、イ：×、ウ：×、エ：×
ア�　下請代金の支払について、親事業者は下請事業者の給付を受領した日から起算して60日の期間内において、かつ、できる限り短い期間内におい
て定められた支払期日までに下請代金全額を支払わないと「下請代金の支払遅延の禁止」（下請法第₄条第₁項第₂号）の規定に違反します。なお、
設問の条件で期日現金払を行う場合、下請事業者の給付を受領してから60日を超えて下請代金を支払うこととなりますので支払遅延となります。
イ�　下請事業者の責めに帰すべき理由がないのに、発注時に決定した下請代金を発注後に減額することは、下請事業者の合意がある場合であっ
ても「下請代金の減額の禁止」（下請法第₄条第₁項第₃号）の規定に違反します。
ウ�　事前に振込手数料を下請事業者が負担する旨の合意がある場合には、親事業者が負担した実費の範囲内で当該手数料を差し引いて下請代
金を支払うことが認められます。ただし、親事業者が負担した実費の範囲を超えて振込手数料を差し引くことは「下請代金の減額の禁止」（下
請法第₄条第₁項第₃号）の規定に違反します。
エ�　下請事業者の決算報告書においで利益が出ていることを理由に、親事業者が一方的に通常支払われる対価に比べて著しく低い金額で下請
代金の額を決定することは「買いたたきの禁止」（下請法第₄条第₁項第₅号）の規定に違反します。

【問題3】の回答　ア：×、イ：○、ウ：×
ア�　親事業者が下請事業者に製造を委託した製品について、下請事業者の責めに帰すべき理由がないのに、発注時に定めた納期に当該製品を受
領しないことは「受領拒否の禁止」（下請法第₄条第₁項第₁号）の規定に違反します。なお、委託した製品の売行き不振は下請事業者の責めに
帰すべき理由とはなりません。
イ�　親事業者が正当な理由がないにもかかわらず、強制的に下請事業者に自社の指定する物品等を購入させたり、サービス等を利用させて対価
を支払わせたりすると「購入･利用強制の禁止」（下請法第₄条第₁項第₆号）の規定に違反します。ただし、下請事業者に発注した給付の内容
の均一性を維持するためなどの正当な理由がある場合に限り、購入させることが認められます。
ウ�　親事業者が下請事業者に発注した内容に含まれない役務の提供を要請することによって、下請事業者の利益を不当に害すると「不当な経済
上の利益の提供要請の禁止」（下請法第₄条第₂項第₃号）の規定に違反します。

下請法、下請取引に関する御意見・御相談については、下記までお寄せください。
公正取引委員会事務総局中部事務所下請課

電話052-961-9424（直通） FAX052-971-5003
ホームページ  http://www.jftc.go.jp/
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温泉、美しい海と海産物、開港の地としても有名な下田
の温泉旅館25軒からなる下田温泉旅館協同組合。
組合の女性部“わかな会”は、組合員旅館で働く女性から

なり、下田を盛り上げるため活動されています。
「下田は本当にいいところですよ。キレイな海、四季
折々の自然、海の幸・山の幸。なんといっても歴史がありま
す。近年の歴史ブームで下田も注目されていますが、もっ
とたくさんの方に下田の歴史をよく知ってもらいたいで
す。そのためにももっとPRをして足を運んでいただくよう
にしていかないと」。と会長の鈴木さん。
その下田の歴史に大きく名を残す“ペリー来航日本開国”。
毎年5月には“下田で幕末タイムスリップ「黒船祭」”が

行われ、今年は5月20日㈮・21日㈯・22日㈰に開催予
定。20日には海上花火も。この花火は下田市民に寄付を
募って上げるもので下田を盛り上げようと気持ちがこもっ
ています。
また、毎年3月27日には開国史の悲劇のヒロイン、お吉

の供養祭“お吉祭り”が開催されます。

わかな会のメンバーは揃いの着物に身
を包み、お祭りを盛り上げます。（右写真）
その他にも、冬にはアロエの花祭り、水

仙まつり。冬から春にかけて椿の見頃。春
は桜。夏にはあじさい祭が行われ年中豊
な自然が楽しめます。
今までわかな会では、お祭り会場に茶

席を用意しお茶を立て提供するサービスや、あじさい祭で
手作りのあじさい栞のプレゼント、水仙まつりではちりめん
で手作りされた水仙ストラップ、水仙・桃・あじさい・桜な
ど下田のお花を押し花にして作ったレターセットの販売な
どを行ってきました。今後の活動は、現在会議を重ね来場
者に喜んでいただけるものをと検討中。楽しみですね。
さらに、西部、中部の女将さん達と情報交換や勉強会を

開催し、ネットワークをさらに強め、おもてなし日本一の静
岡県となるよう取り組んで行きたいと計画中。

魅力いっぱいの下田　ぜひ足をお運びください!!

＜組合概要＞
〒415-0021
下田市1丁目4番27号
TEL：0558-22-2108
FAX：0558-22-3420
URL：http://www.shimoda-onsen.or.jp

＜わかな会会員＞
左から
【観音温泉】 マネージャー 鈴木美智子
【大　和　館】 フロント係長 佐々木美津枝
【大　浦　荘】 女　将 坂野ゆかり
【野の花亭こむらさき】 女　将 奥居久佐子
【下田ベイクロシオ】 女　将 宮川弥寿子
【蓮台寺温泉清流荘】 女　将 嶋津樹子
【下田温泉黒船ホテル】 若女将 山本未姫

着物の色は、黄・青・
紫でそれぞれ、水仙・
海・あじさいをあら
わしている

下田温泉旅館協同組合
わかな会

平
成
二
三
年
二
月
八
日（
火
）静
岡
県
産
業

経
済
会
館
に
て
研
修
会「
女
性
の
”ち
か
ら”

が
未
来
を
変
え
る
」が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

講
習
会
で
は
、静

岡
市
清
水
区
草
薙

に
あ
る
”う
お
た
け

寿
し”

代
表
取
締
役

千
葉
由
美
氏（
下
写

真
）を
講
師
に
お
招
き
し
、会
社
員
か
ら
寿
し

職
人
へ
転
身
し
た
経
緯
、女
性
で
あ
る
か
ら
こ

そ
の
苦
労
、そ
れ
を
乗
り
越
え
る
た
め
の
ア
イ

デ
ィ
ア
な
ど
お
話
し
を
い
た
だ
き
ま
た
し
た
。

ま
た
、「
こ
の
厳
し
い
経
済
状
況
の
中
で
、事

業
を
収
縮
し
て
い
く
の
で
は
な
く
、お
客
様
の

た
め
の
店
づ
く
り
を
念
頭
に
、お
客
様
が
求
め

る
も
の
は
提
供
し
よ
う
と
取
り
組
ん
で
い
ま

す
。大
変
な
こ
と
で
す
が
、一
〇
年
後
も
二
〇

年
後
も
寿
し
を
握
っ
て
い
ら
れ
る
た
め
に
が

ん
ば
り
ま
す
」と
職
人
と
し
て
の
熱
い
思
い
を

お
話
し
い
た
だ
き
ま
し
た
。

交
流
会
で
は
、参
加
組
合・女
性
部
の
活
動

内
容
、現
在
課
題
と
な
っ
て
い
る
こ
と
な
ど
意

見
交
換
が
行
わ
れ
、課
題
解
決
の
手
が
か
り

と
な
り
ま
し
た
。

今
後
も
静
岡
県
中
小
企
業
団
体
レ
デ
ィ
ー

ス
中
央
会
で
は
こ
の
よ
う
な
研
修
会
を
行
っ

て
い
き
ま
す
。ご
興
味
の
あ
る
方
は
ぜ
ひ
気
軽

に
ご
参
加
く
だ
さ
い
。

株式会社うおたけ
穴子の魚竹寿し
代表取締役 千葉由美 氏

レディース中央会会員、組合女
性部、女性役職員等14名が参加

レディース中央会だより

組合女性部だより

温泉、歴史、美しいビーチ、
それぞれの魅力にあったお宿をご案内いたします。
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静岡県中小企業団体中央会 推奨商品
ユーザデータバックアップfor PC
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── 静岡県リサイクル製品認定制度について ──

現在、静岡県での廃棄物発生量は年間で1308万
トン（一般廃棄物146万トン、産業廃棄物1162万ト
ン＜平成15年度調査＞）であり、そのうち再生利用
されているのは、一般廃棄物は約21%、産業廃棄物
は約38%（共に発生量に対する割合）となっている。
発生量については年々増加傾向にあり、最終処

分場確保が困難なことからも、排出抑制とリサイ
クルは急務の課題となっている。
そこで、平成17年、リサイクル製品の利用推進を

図ることにより、廃棄物の減量と再生利用を促進
し、リサイクル社会の構築を目指すことを目的とし
て「静岡県リサイクル製品認定制度」が創設された。
廃棄物を再利用した製品の開発は、現状、非常に

活発であるが、価格・性能・安全性、また使用実績が
乏しい等の理由から、官民共に、利用についてはま
だまだ進んでいないのが現状である。
本制度は、廃棄物のリサイクル及びリサイクル

製品の利用推進のため、一般製品と価格や性能等
を考慮した上で県が実施する公共工事・事務用品
の発注時に、認定製品を積極的に利用するという
ものである。これによりリサイクル製品に実績を
作り、民間への普及を図ると共に廃棄物の総合的
な減量化を図ることができるといわれている。
静岡県ではまだ始まったばかりの制度である

が、既に多くの都道府県で同様の制度が実施され
ている。
例えば平成11年に初めて本制度を採用した岐
阜県では、平成18年３月までに230件を超える認

定があり、非常に活発な制度となっている。

本制度の認定対象製品は、１）県内で販売されて
いる（又は6ヶ月以内に販売されることが確実で
ある）こと　２）県内での製造・加工であること　
３）生活環境の保全に関する措置が講じられてい
る事業所での製造であること　４）リサイクル製
品認定基準に適合していること　となっている。
４）の認定基準については、更に安全性への配慮
や規格、廃棄物の使用割合等が細かく規定されて
おり、申請する事業者は規定された全ての基準を
クリアした上で製品の認定を受けることができる
ようになる。
認定までの流れは、申請者は申請書類を作成し、

受付期間内に当協会に提出する。書類審査後、製品
を製造している事業所にて現地審査を実施、次に
外部委員等で構成された審査委員会で審査を受
け、合格すればリサイクル製品として認定という
のがおおまかな流れである。ただし、申請に当たっ
ては製品の品質や安全性に関する試験を実施する
必要があり、試験には短くても１月ほどの期間を
要するので注意が必要である。
認定された製品は、先にも述べた通り、価格や性

能を考慮の上、県の事業で優先利用、またHPやパ
ンフレットでの広報も行われる。
今のところ認定委員会は年に２回の開催を予定

しているが、１度の委員会では審査できる品目に
限りがあるため、早めの申請をお勧めする。
	 （㈳静岡県環境資源協会　杉山）

制度の背景と概要
対象製品と認定までのフロー
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Q&A方式のPRパンフレットの監修もお願いいた
しました。
■冊子の概要
＊調査の対象施設は？
　2009年₇月、南アルプス赤石温泉に竣工した木
造観光宿泊施設です。
Q₁）調査の目的はなに？
　�木造住宅を建てることは、CO2排出の抑制につ
ながり、地球環境にいいといわれていますが、
本当にそうなのか確かめてみました。
Q₂）どこまでを調査の範囲としたの？
　�山から伐り出された木は原木市場を経由し、製
材所に送られ、必要な処理や加工が施され、建
築現場へと運ばれます。その一連の流れをすべ
て調べました。
Q₃）どのような方法で調査したの？
　�事業者ごとに調査票を作成し、CO2の排出量算
出の前提となる電力量や燃料の使用量などを細
かく調べてもらいました。
Q₄）調査の結果はどうだったの？
　�木造施設を建設することは、CO2の排出量を抑
えることができ、地球環境にやさしいことがわ
かりました。

（A₄判、₈頁、カラー印刷）

もったいない一家の住まいづくり奮闘木
～「もったいない！」をなくしていったら、

木の家になった。

　シリーズ「木と豊な暮らしを考える」PRパンフ
レットの第30弾は「もったいない篇」です。何ごと
も「もったいない」が口ぐせの一家が家を建てる
ことに…。家族会議でそれぞれの思いを出し合う
と…。はたして、どんな意見が飛び出すのか？そ
して、どんな家ができあがるのか、楽しみですね。
■冊子の概要
₁）もったいない一家が家を建てるぞ！
　�登場人物は、パパ・節約太郎、ママ・節約マメコ、

姉・しまつちゃん、弟・セーブくん、ホームス
テイの外国人・チャッカリーの₅人です。
₂）ママは自然派エコノミー
　�主婦にとって、エコノミーは欠かせないテーマ。自
然の力を上手く使って、電気代を節約したいものね。
₃）しまつ姉ちゃんはリラックス派
　�ストレスは働く女性の大敵なのよ。リラックス
できる環境づくりが必要ね…。
₄）セーブ君はおませにエコロジー
　�じぶんたちの利益だけじゃなく、地球にいいこ
とも考える。エコロジーが何よりも大切な時代
になったよね。
₅）チャッカリーは日本人より日本的
　�木はワンダフルな機能をもった、国際的なス
ター素材！森林資源に恵まれた、日本人がうら
やましいです。
₆）最後にパパが強度でしめて木の家に
　�長持ちする木の家を建てて、永く暮らして、
「もったいない！」をなくそう。
（A₄判、₈頁、カラー印刷）
■お申込み方法
送料として「140円分の切手」を同封のうえ、①
資料名②郵便番号③住所④氏名⑤年齢⑥職業⑦電
話番号⑧FAX番号⑨ご覧になった掲載紙を明記
し、下記宛郵送願います。
■お問合せ先
静岡県木材協同組合連合会／広報スタッフ・勝山裕子
〒420-8601 静岡市葵区追手町₉-₆ 県庁西館₉階
TEL：054-252-3168　FAX：054-251-3483
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　平成23年₃月新規大学等卒業予定者の就職環境
は大変厳しく、未だ多くの学生が内定を得ていな
い状況が続いております。一方、計画通り採用でき
ない企業も多い状況にあります。
　こうした中、静岡労働局では、新卒応援ハロー
ワーク（コーナー）を設置して、就職未内定学生に
対する求人情報の提供や、求人と学生のマッチン
グ支援を実施するなど、大学生等に直接会って就
職支援をすることにより、就職の促進及び求人の
充足の促進に努めているところです。
　新規大卒者等を募集する企業の多くは、自社の
ホームページを利用したり、民間企業が運営する就
活ナビサイトを利用されていることと存じますが、
求人の充足を促進するためには、ハローワーク又は 
新卒応援ハローワーク（コーナー）へ求人の申込み
をしていただくことが必要となりますので、募集を
されていても未充足の求人や、業況の変化により
追加する求人がありましたら、是非ハローワークに
お申込みくださいますようお願い申し上げます。
　また、併せまして、平成24年 3 月新規大学等卒業予
定者の採用につきまして、ハローワークにも求人申
込みをしていただきますようお願い申し上げます。
■お問合せ先
静岡労働局　職業安定課
〒420-8639 静岡市葵区追手町₉-50 静岡地方合同庁舎₅階
TEL：054-271-9961　FAX：054-271-9966

■■■■ あなたの就職活動を応援します!! ■■■■

就職に関する相談がしたい！
☆新卒応援ハローワーク（コーナー）が応援します！

■支援メニュー
担当者制による職業相談・職業紹介、企業情報・
求人情報の提供、個別マッチング、出張相談、臨
床心理士による心理相談　など

☆ヤングジョブステーションが応援します！

■支援メニュー
キャリア・カウンセリング、就職支援セミナー

（就職に必要な知識習得）、応募書類・面接の指導、
臨床心理士による相談など

　本会では、これまでに様々なPR資料を作製し、
全国の木材、建築、設計の各業界を通して消費者
の皆様にお届けしてまいりましたが、このたび下
記パンフレットを作製いたしました。

eco Research
～木造観光宿泊施設「白樺荘」の建設にかかる

CO2排出量の調査

　シリーズ「木と豊な暮らしを考える」PRパン
フレット第29弾は「見える化篇」です。
　木造住宅を建てることは、CO2の排出抑制につ
ながり、地球環境にいいと言われているけど、本
当にそうなのか？公共木造観光宿泊施設の建設に
あわせ、木材の加工や乾燥、トラック輸送等に
係る消費エネルギーを建設実態に即し検証してみ
ました。なお、この検証試験は「静岡大学農学部
住環境構造学研究室」と連携推進し、あわせて

新規大卒者等の募集の際は、
ハローワークをご利用下さい

発刊のお知らせ
「eco Research」「住まいづくりの奮闘木」

静岡県木材協同組合連合会

新卒応援
ハローワーク 静　　岡 浜　　松 沼　　津

業務時間 8:30～17:00 8:30～17:00 8:30～17:00

休　業　日 土､日､祝､
年末年始

土､日､祝､
年末年始

土､日､祝､
年末年始

所　在　地

静岡市駿河区
南町14-1

水の森ビル3階
県中部県民生活センター内

浜松市中区
板屋町111-2

浜松アクトタワー7階

沼津市市場町9-1
沼津合同庁舎3階

電　　話 054-202-4888 053-540-0008 055-918-3712

ヤングジョブ
ステーション 静　　岡 浜　　松 沼　　津

受付時間 9:00～16:00 9:00～16:00 9:00～16:00

相談時間 17:00まで 17:00まで 17:00まで

休　館　日 土､日､祝､
年末年始

土､日､祝､
年末年始

土､日､祝､
年末年始

所　在　地

静岡市駿河区
南町14-1

水の森ビル3階
県中部県民生活センター内

浜松市中区
鍜冶町100-1

ザザシティ浜松中央館5階
県西部県民生活センター内

沼津市大手町
1-1-3

沼津商連会館ビル2階

電　　話 054-284-0027 053-454-2523 055-951-8229
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労務管理のスペシャリスト！
オープンな組合運営で新時代を拓く

く み あ い 百 景

労
働
者
が
、
失
業
し
た
場
合
に
必
要

な
給
付
を
行
う
「
雇
用
保
険
」。

こ
れ
ら
二
つ
の
保
険
を
「
労
働
保
険
」

と
言
い
、
事
業
主
の
委
託
を
受
け
て
こ

の
事
務
手
続
き
を
行
う
団
体
が
「
労
働

保
険
事
務
組
合
」
と
呼
ば
れ
る
。

事
務
組
合
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
認

可
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
数
は
、
静
岡

県
内
で
二
〇
〇
を
超
え
る
。

商
工
会
や
社
会
保
険
労
務
士
に
よ
る

団
体
が
認
可
を
受
け
て
い
る
場
合
が
多

い
が
、
事
業
協
同
組
合
も
、
県
内
約

五
〇
組
合
が
認
可
を
受
け
て
い
る
。

労
働
保
険
に
限
っ
た
こ
と
で
は
な
い

が
、
役
所
に
提
出
す
る
書
類
は
煩
雑
な

モ
ノ
が
多
く
、
し
か
も
、
関
係
法
令
の

改
定
が
度
々
行
わ
れ
る
等
、
専
門
的
知

識
が
な
い
と
正
確
な
書
類
の
作
成
は
と

て
も
難
し
い
。

そ
こ
で
、
労
働
保
険
の
事
務
を
事
務

組
合
に
委
託
す
る
こ
と
で
、
労
力
が
削

減
さ
れ
、
か
つ
正
確
な
手
続
き
を
行
う

こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
保
険
料
の
分

割
納
付
や
、
事
業
主
・
家
族
従
事
者
の

特
別
加
入
も
認
め
ら
れ
る
と
い
っ
た
利

点
も
あ
る
（
事
務
委
託
で
き
な
い
場
合

も
あ
る
の
で
ご
確
認
を
）。

当
組
合
は
昭
和
四
三
年
の
組
合
設

立
と
同
時
に
、
事
務
組
合
の
認
可
を

組
合
の
共
同
事
業
に
は
、
実
に
多
く

の
種
類
が
あ
る
。
例
え
ば
、
各
組
合
員

が
共
通
す
る
資
材
等
を
組
合
で
一
括
購

入
す
る
”共
同
購
入”

事
業
。
仕
事
を

組
合
で
受
注
し
、
組
合
員
に
分
配
す
る

”共
同
受
注”

事
業
。
こ
れ
ら
は
組
合

の
代
表
的
な
共
同
事
業
で
あ
り
、
そ
れ

ぞ
れ
組
合
員
の
経
費
を
削
減
、
も
し
く

は
売
上
を
伸
ば
す
事
業
で
あ
る
。

今
回
紹
介
す
る
組
合
の
共
同
事
業

は
、
経
費
の
削
減
に
は
違
い
な
い
が
、

目
に
見
え
な
い
経
費
、
言
い
換
え
れ
ば

組
合
員
の
労
力
を
削
減
す
る
事
業
だ
。

皆
さ
ん
は
、「
労
働
保
険
事
務
組
合
」

制
度
を
ご
存
じ
だ
ろ
う
か
？

労
働
者
が
、
仕
事
の
上
で
ケ
ガ
を
し

た
り
、
病
気
に
か
か
っ
た
り
、
不
幸
に

も
亡
く
な
っ
た
場
合
に
、
被
災
し
た
労

働
者
や
遺
族
を
保
護
す
る
た
め
に
必
要

な
給
付
を
行
う
「
労
災
保
険
」。

取
得
し
た
。
名
称
に
あ
る
”共
済”

は
、

い
わ
ゆ
る
保
険
業
務
を
指
す
の
で
は

な
く
、
お
互
い
が
助
け
合
う
＝
相
互

扶
助
と
い
う
意
味
が
込
め
ら
れ
て
い

る
と
い
う
。

「
今
で
こ
そ
パ
ソ
コ
ン
に
よ
る
作
業

が
ほ
と
ん
ど
だ
が
、
か
つ
て
は
手
書

き
の
書
類
に
悪
戦
苦
闘
の
毎
日
だ
っ

た
。
だ
か
ら
こ
そ
、
組
合
員
と
の
一

体
感
や
”絆”

も
深
ま
っ
た
の
か
も
し

れ
な
い
」。

設
立
当
初
、
専
務
理
事
を
務
め
、
昭

和
五
九
年
か
ら
現
在
ま
で
理
事
長
を

務
め
る
長
島
文
雄
氏
は
、
組
合
員
と

共
に
歩
ん
だ
四
〇
年
を
振
り
返
り
こ

う
語
る
。

現
在
、
島
田
支
部
を
含
め
、
職
員

は
一
八
人
、
そ
の
う
ち
女
性
職
員
が

一
五
人
を
占
め
る
。
ま
た
、
社
会
保

険
労
務
士
六
人
、
行
政
書
士
二
人
を

有
し
、
労
働
保
険
の
事
務
代
行
以
外

に
も
、
給
料
計
算
や
決
算
記
帳
指
導
、

「
労
働
保
険
事
務
組
合
」制
度
と
は

相
互
扶
助
に
よ
り
”絆
“を
深
め
る

住　所	 〒430-0911
　　　　浜松市中区新津町610
理事長	 長島文雄
組合員	 471社
設　立	 昭和43年5月10日
T E L 	 053-465-5391
F A X 	 053-465-1275

▲�懇切丁寧、細かな気配り。組合の巡回車両
が今日も地域をくまなく走り回る

静岡共済協同組合

▲�女性が多く活躍する事務所内は清潔感に
溢れ、職場の雰囲気はとても明るい

23年03月号_本文.indd   22 11.2.24   3:49:20 PM



23 中小企業静岡 2011.3

し
て
働
け
る
」。

毎
月
一
回
開
か
れ
る
理
事
会
に
は
、

全
職
員
が
出
席
。
財
務
諸
表
に
目
を
通

し
、
課
題
に
つ
い
て
徹
底
的
に
話
し
合

う
。
ま
た
、
昨
年
の
役
員
改
選
で
は
、

理
事
の
大
幅
な
若
返
り
を
図
っ
た
。

「
新
し
い
時
代
に
は
、
新
し
い
事
業
が

求
め
ら
れ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
新
し

い
考
え
方
と
行
動
力
が
必
要
だ
」。

一
時
は
組
合
の
解
散
や
、
自
身
の
引

退
を
も
考
え
た
と
い
う
理
事
長
だ
が
、

職
員
の
必
死
の
引
き
留
め
に
合
い
翻
意
。

こ
れ
か
ら
の
組
合
運
営
に
つ
い
て
、
原

点
に
立
ち
返
り
も
う
一
度
向
き
合
っ
た
。

か
つ
て
は
繊
維
産
業
、
最
近
で
は
自

動
車
産
業
で
発
展
し
た
浜
松
地
域
。
し

か
し
、景
気
の
波
に
も
ま
れ
、当
組
合
も

八
〇
〇
件
近
か
っ
た
委
託
数
が
、
現
在

は
約
五
〇
〇
件
に
落
ち
着
い
て
い
る
。

「
日
本
の
企
業
に
理
念
が
な
く
な
っ
て

き
て
い
る
と
感
じ
る
こ
と
が
、
非
常
に

寂
し
い
。
今
こ
そ
、
協
同
組
合
の
精
神

を
引
き
継
が
な
け
れ
ば
」。

総
合
的
労
務
診
断
シ
ス
テ
ム
、
会
社

の
再
建
支
援
…
長
島
理
事
長
に
は
ま
だ

ま
だ
ア
イ
デ
ア
が
一
杯
だ
。

「
ヨ
ロ
シ
ク
ッ
！
」。

威
勢
の
良
い
理
事
長
の
挨
拶
が
、
今

日
も
職
員
を
力
強
く
送
り
出
す
。

健
康
診
断
車
の
手
配
等
あ
ら
ゆ
る
企

業
経
営
の
相
談
、
ニ
ー
ズ
に
対
応
し

て
い
る
。

一
見
、
順
風
満
帆
に
映
る
組
合
の
歩

み
だ
が
、
理
事
長
か
ら
は
意
外
な
こ
と

ば
が
返
っ
て
き
た
。

「
組
合
の
歴
史
は
死
屍
累
々
。
金
融
事

業
で
失
敗
し
、
倒
産
寸
前
の
地
獄
も
見

て
き
た
」。

長
島
理
事
長
は
多
く
を
語
ら
な
い

が
、
筆
舌
に
尽
く
し
が
た
い
苦
労
が

あ
っ
た
の
だ
ろ
う
。
再
建
に
力
を
貸
し

て
く
れ
た
方
々
へ
の
恩
返
し
の
一
念

が
、
今
の
組
合
の
礎
を
築
い
て
い
る
。

一
〇
年
を
か
け
て
債
務
を
返
済
。
昭

和
六
一
年
に
は
、
現
在
の
組
合
ビ
ル
を

取
得
す
る
ま
で
に
な
っ
た
。

「
良
い
情
報
も
悪
い
情
報
も
、
職
員
全

員
で
共
有
す
る
こ
と
。
そ
う
す
る
こ
と

で
、
職
員
も
や
る
気
に
な
る
し
、
安
心

組合活性化情報

新
し
い
時
代
・
新
し
い
組
合
運
営

▲�中央会はもとより職員協会、組合士会の
歴史も良く知る長島文雄理事長。健康の
秘訣は週一で通うスポーツジムとか

こ
れ
か
ら
も
チ
ャ
レ
ン
ジ
！

＜総会シーズンに備えて＞

総会終了後の事務手続きに関する講習会
開催のご案内	 主催：静岡県中小企業団体中央会

日　  時	 平成23年４月19日㈫
	 13時30分〜15時30分（質疑応答を含む）

会　  場	 静岡県産業経済会館 ３階「大会議室」
	 静岡市葵区追手町44-１（駐車場はございませんので､ご了承下さい。）

定　  員	 120名（定員になり次第締め切りとさせて頂きます。）

内　  容	 総会終了後の事務手続きに関する講習
　	 講師：中央会　指導員
お問い合わせ	 中央会経営支援課　TEL：054-254-1511

◇詳細は、後日文書にてご案内申し上げます。
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読者プラザ

人生の中で一番お金を使う時期というと、概ね
35歳前後ではないでしょうか？
現在の35歳人口は約189万人、結婚や教育、
車の買換え・住宅購入など、様々な所でお金を
使っています。現在30歳の人口は157万人、そ
して今年成人式を迎えた新成人は124万人。こ
れからしばらくは120万人前後で推移すると予
測されています。
単純に考えれば、今10売れているものが6し
か売れなくなる時代が必ず来ると言う事です。　
人口減少時代を迎える日本、将来の10分の6
を必ず獲得できるよう、今の事業スタイルを検証
し、必要なら変化させていくことが大切なのでは
ないかと考えています。
町のタバコ屋さんがコンビニに、本屋さんが
ネット書店に駆逐されている様に、私達も絶滅危
惧種となってしまわないように。

人口減少について
静岡県東部青年中央会

理事山本克憲
㈲アイ・シー・シー 営業部長

●	発行人	／	静岡県中小企業団体中央会	〒420-0853	静岡市葵区追手町44-1	 TEL／054-254-1511　FAX／054-255-0673
	 	 	 東部事務所	 〒410-0881	沼津市八幡町7番1号	 TEL／055-963-4511　FAX／055-963-8307
	 	 	 西部事務所	 〒430-0929	浜松市中区中央1丁目17-19	TEL／053-453-2195　FAX／053-453-2198
●	中央会ホームページ http://www.siz-sba.or.jp/	●E-mailアドレス joho-kikaku@siz-sba.or.jp
皆様のご意見をお待ちしております。（TEL、FAX等でもお受け致します。）

中小企業静岡
3月号（通巻688号）

新設組合紹介

組合員は、伊東市内で芝の生産や築庭、庭園の
剪定に携わる園芸サービス・造園工事業者29社。
これまで任意組織のメンバーとして、伊東市が発
注する緑化木の維持管理業務を受注するなど実績
を積み上げてきたが、さらなる受注体制の整備、
強化を図り、発注者側からの信頼をより強固にす
るため法人化した。
組合では、小室山公園や藤の広場、大平の森な
ど、伊東市内の公園施設を中心に緑化木維持管理
業務の受注を予定。さらに、法人化によって交渉
力・信用力アップが見込まれることから、民需を
含め新規受注先の開拓にも力を注ぐ。
また業務に必要な花木や肥料など資材の共同購
入、組合の知名度向上のための共同宣伝、さらに、
技術力向上や人材育成を目的とする教育研修事業
など組織化のメリットをフルに活かした事業も展
開。受注の減少、過当競争の激化、利益率の低下
など、組合を取り巻く厳しい環境を組織の力で乗
り切る構えだ。

緑化木の維持管理
業務の受注めざし
伊東緑化事業協同組合
伊東市

萩原高二郎理事長　

3月は、8割を超える組合（本会会員）が決算を
迎える事業年度最後の月＝決算月。国や地方自
治体など行政機関が会計年度を4月〜3月とし
ていることにあわせ、この期間を事業年度とする
組合が多い。さらに学校年度も4月に始まり、3月
に終わるなど、日本に住む我々にとって「4月は
スタート、3月は“締め”の月」はいわば自明のこと。
だが、世界を見回すとそうでもない。
ドイツやフランス、中国、韓国などでは1月〜

12月、アメリカは10月〜9月、ノルウェー、ス
ウェーデン、オーストラリアでは7月〜6月が会
計年度。さらに、学校年度はアメリカ（州によっ
ても異なるが）や中国では9月、韓国では3月が
そのスタート月にあたるようだ。
寒さも和らぎ、桜の便りがちらほらと聞かれ始

める、“冬から春の端境期”3月。年度を締めるに
相応しい月、と思うのは先入観に捉われ過ぎか。
	 （住川）
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